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第１章 計画の概要 
 

１ 計画の趣旨 

「第６期焼津市障害福祉計画及び第２期焼津市障害児福祉計画（以下「本計画」）」は、

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「障害者総合支

援法」）」に基づき、地域において必要な障害福祉サービス、相談支援、地域生活支援事

業、児童福祉法に基づく障害児通所支援の各種サービスが計画的に提供できるよう、令

和３年度以降３年間の障害福祉サービス等の提供体制の確保にかかる数値目標の設定

及び各年度のサービスの種類ごとの需要を見込み、サービスの提供体制の確保や推進の

ための取組みを定めるものです。 

 

２ 計画の位置づけ及び他の計画との関係 

 

本計画は、障害者総合支援法第 88 条「市町村障害福祉計画」、児童福祉法第 33 条の

20「市町村障害児福祉計画」として、国及び静岡県の計画との整合性を図っています。

また、「焼津市総合計画」を最上位の計画とし、「焼津市地域福祉計画」、「焼津市子ども・

子育て支援事業計画」などの福祉関連計画との整合を考慮しながら、市の障害福祉分野

の計画である「焼津市障害者計画」の福祉サービス提供にかかる「アクションプラン」

と位置づけています。 

なお、市の行動計画ではなく、市、支援者、養護者等、地域の計画として定めている

ものです。 
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■計画の関連イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  

３ 本計画の対象者 

 本計画の対象となる「障害のある人」とは、障害者総合支援法に規定された障害者

(18 歳以上の身体障害者、知的障害者、精神障害者（発達障害者を含む。））及び難病

により障害のある者並びに障害児（18 歳未満の者で、身体に障害のあるもの、知的障

害のあるもの、精神に障害のあるもの（発達障害を含む。）及び難病により障害のあ

るもの)をいいます。 

 

 

 

 

 
 

市 
第６次焼津市総合計画 

第４次 焼津市地域福祉計画 

地域福祉活動計画 

第２期焼津市子ども・子育て支援事業計画 

やいづ健康いきいきプラン（第３次焼津市健康

増進計画・第３次焼津市食育推進計画・ 

第１次焼津市歯科口腔保険計画 

第４次焼津市障害者計画 

第６期焼津市障害福祉計画 

第２期焼津市障害児福祉計画 

 

根拠法 

障害者総合支援法 

静岡県の計画 

第９期ほほえみプラン 21 

（第９期焼津市高齢者保健福祉計画・ 

第８期焼津市介護保険事業計画） 

ふじのくに障害者しあわせプラン

（第 4 次静岡県障害者計画、

第６期静岡県障害福祉計画、

第２期静岡県障害児福祉計

画） 

その他、様々な分野別計画 
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４ 策定にあたっての基本方針 
 

 障害者基本法の基本的理念、障害者総合支援法の基本理念及び第４次焼津市障害者

計画の目指す将来像である「全ての人が 共に理解し 支え合い 自分らしく暮らせ

るまち」を踏まえ、本計画においては、次の５つを基本方針として掲げ、その推進を

図ります。 

 

（１） 障害のある人の自己決定の尊重と意思決定の支援 

   共生社会の実現のために障害の種別や程度にかかわらず、障害のある人が自分

の住みたい場所に住み、必要とする障害福祉サービスと、その他の支援を受けな

がら自立と社会参加が実現できるように、自己決定を尊重するとともに意思決定

の支援に配慮します。 

 

（２） 市を基本とした身近な実施主体と障害の種別によらない一元的な障害 

福祉サービスの実施 

   障害のある人がその障害種別にかかわらず、必要な障害福祉サービスを利用す

ることができるように、サービス提供体制の充実を図ります。 

 

（３） 入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の

課題に対応したサービス提供体制の整備 

   障害のある人の自立支援の観点から、入院や施設入所からの地域生活への移行、

地域生活の継続の支援、就労支援といった課題に対応するため、地域の社会資源

を最大限に活用するとともに、地域生活支援の拠点づくりを始めとした障害のあ

る人の生活を地域全体で支えるサービス提供体制の整備を推進します。 
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（４） 地域共生社会の実現に向けた取組 

   地域のあらゆる住民が、「支え手」と「受け手」に分かれるのではなく、地域、

暮らし、生きがいを、共に創り高め合う地域共生社会の実現に向け、次のような

取組等を計画的に推進します。 

① 属性にかかわらず、地域の様々な相談を受け止め、自ら対応又はつな

ぐ機能、他機関協働の中核の機能及び継続的につながり続ける伴走支

援を中心的に担う機能を備えた相談支援を行う 

② ①の相談支援と一体的に行う、就労支援、居住支援など、多様な社会

参加に向けた支援 

③ ケアし支え合う関係性を広げ、交流や参加の機会を生み出すコーディ

ネート機能及び住民同士が出会い参加することのできる場や居場所の

確保の機能を備えた支援 

 

（５）障害児の健やかな育成のための発達支援 

    障害の疑いのある段階から身近な地域で支援できるように、障害児通所支援や

障害児相談支援について、市を実施主体の基本とし、障害種別に関わらず、質の

高い専門的な発達支援を行う障害児通所支援等を充実し、地域支援体制の構築を

図ります。 

    また、障害児のライフステージに沿って、地域の保健医療、障害福祉、保育、教育、

就労支援等の関係機関が連携を図り、切れ目の無い一貫した支援を提供する体制の

構築を図ります。さらに、障害児が障害児支援を利用することより、地域の保育、教

育等の支援を受けることができるようにすることで、障害の有無にかかわらず、全て

の児童がともに成長できるよう、地域社会への参加や包容（インクルージョン）を推

進します。 

    加えて、人工呼吸器を装着している障害児その他の日常生活を営むために医療を

要する状態にある障害児が保健、医療、障害福祉、保育、教育等の支援を円滑に受け

られるようにする等、専門的な支援を要する者に対して、各関連分野が共通の理解に

基づき協働する包括的な支援体制を構築します。 
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（６）障害福祉人材の確保 

    障害者の重度化・高齢化が進む中においても、将来にわたって安定的に障害福

祉サービス等を提供し、様々な障害福祉に関する事業を実施していくためには、

提供体制の確保と併せてそれを担う人材を確保していく必要があります。 

そのため、専門性を高めるための件の実施、多職種間の連携の推進することや、

障害福祉の現場が働きがいのある魅力的な職場であることの周知・広報等に、関

係者が協力して取り組める体制作りを推進します。 

 

（７）障害者の社会参加を支える取組 

障害者の地域における社会参加を促進するためには、障害者の多様なニーズ

を踏まえて支援すべきです。 

特に、障害者による文化芸術活動の推進に関する法律を踏まえ、障害者の個

性や能力の発揮及び社会参加の促進を図ります。 
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５ 基本的な考え方 
 

１ 障害福祉サービスの提供体制の確保に関する基本的考え方 

 障害福祉サービスの提供体制の確保に当たっては、基本的理念を踏まえ、次に掲げる点に

配慮し、目標を設定し、計画的な整備を行います。 

 

（１）訪問系サービスの保障 

   訪問系サービス、重度訪問介護、同行援護、行動援護、及び重度障害者等包括支援の 

充実を図り、訪問系サービスを保障します。 

（２）希望する障害者等への日中活動系サービスの保障 

   希望する障害者等への日中活動系サービス、生活介護、短期入所、自立訓練、就労移

行支援、就労継続支援、を保障します。 

（３）グループホーム等の充実及び地域生活支援拠点等の整備と機能の充実 

   地域における居住の場としてのグループホームの充実を図るとともに、自立生活援

助、地域移行支援及び地域定着支援、自立訓練事業等の推進により、入所等から地域生

活への移行を進めていきます。 

   なお、入所等から地域生活への移行を進めるに当たっては、重度化・高齢化した障害

者や日常生活を営む上での理解力及び生活力を補う必要のある障害者であっても地域

生活を希望する者が地域で暮らすことができるよう、日中サービス支援型の共同生活

援助や、自立生活援助の整備を進めていきます。 

   また、必要な訪問系サービスや日中活動系サービスを保障することによって障害者

等の地域における生活の維持及び継続が図られるようにしていきます。 

   さらに、入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の課題に

対応したサービス提供体制の整備による地域生活支援の機能をさらに強化するため、

地域生活支援拠点の整備と必要な機能の充実を図ります。 

  ※障害者等の重度化・高齢化や「親亡き後」に備えるとともに、地域移行を進めるため、

重度障害にも対応できる専門性を有し、地域生活において、障害者等やその家族の緊急

事態に対応を図るための体制。 

（４）福祉施設から一般就労への移行等の推進 

   就労移行支援事業及び就労定着支援事業等の推進により、障害者の福祉施設から一

般就労への移行及びその定着を進めます。 

（５）強度行動障害や高次脳機能障害を有する障害者に対する支援体制の充実 

   強度行動障害や高次脳機能障害を有する障害者に対して、障害福祉サービス等にお

いて適切な支援ができるよう、人材育成等を通じて支援体制の整備を進めていきます。 
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（６）依存症対策の推進 

   アルコール、薬物及びギャンブル等をはじめとする依存症対策については、依存症に

対する誤解及び偏見を解消するための関係職員に対する研修の実施や、幅広い普及啓

発、相談機関及び医療機関の周知に努めていきます。また、自助グループ等の当事者団

体を活用した回復支援が重要でるため、地域において様々関係機関が密接に連携して

依存症である方やその家族に対する支援を進めていきます。 

 

２ 相談支援の提供体制の確保に関する基本的考え方 

（１） 相談支援体制の構築 

障害者等、とりわけ、重度の障害者等が地域において自立した日常生活または社会 

生活を営むためには、障害福祉サービスの提供体制を確保するとともに、これらのサ

ービスの適切な利用を支え、また、各種ニーズに対応する相談支援体制の構築が不可

欠です。また、相談支援事業者等は、障害者等及びその家族が抱える複合的な課題を

把握し、適切な保健、医療、福祉サービスにつなげる等行政機関その他関係機関との

連携に努めることが必要です。 

障害福祉サービスの利用に当たって作成されるサービス等利用計画については、ま 

ずは、支給決定に先立ち必ず作成されるよう体制を確保し、維持することが重要で 

す。その上で、個別のサービス等利用計画の作成に当たっては、利用者の状態像や希

望を勘案し、連続性及び一貫性を持った障害福祉サービス又は地域相談支援等が提供

されるよう総合的な調整を行うとともに、利用者の生活状況を定期的に確認の上、必

要に応じた見直しを行わなければなりません。 

このため、市は、福祉に関する各般の問題について障害者等からの相談に応じる体

制の整備に加えて、サービス等利用計画の作成を含めた相談支援を行う人材の育成支

援や、個別事例における専門的な指導や助言を行うほか、利用者及び地域の障害福祉

サービスや地域相談支援等の社会的基盤の整備の実情を的確に把握し、特定相談支援

事業所の充実のため、必要な施策を確保していく必要があります。 

これらの取組を効果的に進めるため、地域における相談支援の中核機関である基幹

相談支援センターを設置し、その機能を有効に活用することが重要です。 

相談支援体制に関しては、計画相談支援、地域相談支援、一般的な相談支援及び基 

幹相談支援センター等重層的な仕組みが構築されてきていますが、改めてそれぞれの 

地域における相談支援体制について検証・評価を行うとともに、総合的な相談支援体 

制、専門的な指導・助言及び人材育成等各種機能の更なる強化・充実に向けた検討を

進めていきます。 
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（２）障害児支援の提供体制の確保に関する基本的考え方 

障害児については、子ども・子育て支援法第２条第２項において、子ども・子育て

支援の内容及び水準は、全ての子どもが健やかに成長するように支援するものであっ

て、良質かつ適切なものでなければならない旨が規定されています。同法に基づく教

育、保育等の利用状況を踏まえ、居宅介護や短期入所等の障害福祉サービス、障害児

通所支援等の専門的な支援の確保及び共生社会の形成促進の観点から、保健、医療、

保育、教育、就労支援等の関係機関とも連携を図った上で、障害児及びその家族に対

して、乳幼児期から学校卒業まで一貫した効果的な支援を身近な場所で提供する体制

の構築を進めていきます。 

ア 地域支援体制の構築 

障害児通所支援等における障害児及びその家族に対する支援について、障害児の障 

害種別や年齢別等のニーズに応じて、身近な場所で提供できるように、地域における

支援体制の整備が必要です。 

児童発達支援センターについては、障害の重度化・重複化や多様化に対応する専門 

的機能の強化を図った上で、地域における中核的な支援施設として位置づけ、障害児 

通所支援等を実施する事業所と緊密な連携を図り、重層的な障害児通所支援の体制整

備を図ります。 併せて、その地域支援機能を強化することにより、障害児の地域社

会への参加や包容（インクルージョン）を推進していきます。  

イ 保育、保健医療、教育、就労支援等の関係機関と連携した支援 

障害児通所支援の体制整備に当たっては、保育所や認定こども園、放課後児童健全

育成事業（放課後児童クラブ）等の子育て支援施策との緊密な連携を図ります。 

また、障害児の早期の発見及び支援並びに健全な育成を進めるため、母子保健県警 

機関との緊密な連携を図ります。 

さらに、障害児支援が適切に行われるために、就学時及び卒業時において、支援が

円滑に引き継がれるよう、学校、障害児通所支援事業所、障害児入所施設、障害児相

談支援事業所、就労移行支援等の障害福祉サービスを提供する事業所等が緊密な連携

を図ります。 

ウ 地域社会への参加・包容の推進 

保育所等訪問支援を活用し、障害児通所支援事業所等が保育所や認定こども園、放

課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）、幼稚園、小学校及び特別支援学校等の

育ちの場での支援に協力できるような体制を構築することにより、障害児の地域社会

への参加・包容（インクルージョン）の推進を図ります。 

エ 特別な支援が必要な障害児に対する支援体制の整備 

（ア） 重症心身障害児及び医療的ケア児に対する支援体制の充実 

重症心身障害児が身近な地域にある児童発達支援や放課後等デイサービス等を受

けられるように、地域における重症心身障害児の人数やニーズを把握するととも
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に、課題の整理や地域資源の開発等を行いながら、支援体制の充実を図ります。  

医療的ケア児についても、身近な地域で必要な支援が受けられるように、地域に 

おける医療的ケア児の人数やニーズを把握するとともに、障害児支援等の充実を図

ります。 

また、重症心身障害児及び医療的ケア児が利用する短期入所の実施体制の確保に 

当たっては、重症心身障害児及び医療的ケア児とその家族が安心して豊かな生活を

送ることができるよう、家庭環境等を十分に踏まえた支援や家族のニーズの把握が

必要です。ニーズが多様化している状況を踏まえ、短期入所の役割や在り方につい

て検討し、地域において計画的に短期入所が運営されることが必要です。さらに、

心身の状況に応じた保健、医療、障害福祉、保育、教育等の各関連分野の支援を受

けることができるよう、関係機関が連携を図るための協議の場を設けること等によ

り、各関連分野が共通の理解に基づき協働する総合的な支援体制を構築していきま

す。障害児の支援が学齢期から成人期に円滑に引き継がれるような体制を強化して

いきます。 

加えて、医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向けて、関連分野の支

援を調整するコーディネーターとして養成された相談支援専門員、保健師、訪問看

護師等の配置を促進していきます。このコーディネーターは、医療的ケア児が必要

とする多分野にまたがる支援の利用を調整し、総合的かつ包括的な支援の提供につ

なげるとともに、協議の場に参画し、地域における課題の整理や地域資源の開発等

を行いながら、医療的ケア児に対する支援のための地域づくりを推進していきま

す。 

（イ）強度行動障害や高次脳機能障害を有する障害児に対する支援体制の充実 

強度行動障害や高次脳機能障害を有する障害児に対して、障害児通所支援等にお

いて適切な支援ができるよう、人材育成等を通じて支援体制の整備を図る必要があ

ります。 

（ウ） 障害児相談支援の提供体制の確保 

障害児相談支援は、障害の疑いがある段階から障害児本人や家族に対する継続的

な相談支援を行うとともに、支援を行うに当たって関係機関をつなぐ中心となる重

要な役割を担っています。このため、障害者に対する相談支援と同様に、障害児相

談支援についても質の確保及びその向上を図りながら、支援の提供体制の構築を図

る必要があります。 
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６ 計画の期間 

本計画の計画期間は令和３年度から令和５年度までの３年間とします。ただし、国の

法改正などの動向などを踏まえ、必要に応じて見直しを行います。 

■計画期間 
 

 H29 H30 Ｒ１ R２ R３ R４ R５ R６ R７ 

焼津市障害者 

計画 
         

焼津市障害福祉

計画 
         

焼津市障害児 

福祉計画 
         

焼津市総合計画       
 

  

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

第３次 

第４次 

第４期 
第５期 

第６期（本計画） 

第５次 

第７期 

第５次 第６次 
前期計画 

第６次 
後期計画 

第１期 第２期 
第３期 
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第２章 障害のある人を取り巻く現状 
 

１ 人口の状況 
本市の総人口は、令和３年３月現在で 139,217 人となっており、平成 28 年３月と比

べると 2,393 人減少しています。また、65 歳以上の人口が総人口に占める割合は 29.3％

で年々上昇しており、高齢化が徐々に進行している状況にあります。一方、15 歳未満の

人口は徐々に減少していることから、本市においても少子高齢化が進行しています。将

来的には総人口は減少し、さらに高齢化が進むことが予測されます。 

 

■総人口の推移      単位：人 

 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和１年 令和２年 

０～14 歳 18,511 18,091 17,636 17,243 16,918 

15～64 歳 83,959 83,026 82,294 81,792 81,482 

65 歳以上 39,140 39,744 40,259 40,559 40,817 

総人口 141,610 140,861 140,189 139,594 139,217 

  資料：住民基本台帳（各年３月末現在） 
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83,959 83,026 82,294 81,792 81,482
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140,000

160,000
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総人口の推移
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２ 障害のある人の状況 

 （１） 障害者手帳所持者数 
焼津市内の３障害の手帳所持者数は、令和３年３月１日現在では、6,476 人となって

います。 

手帳の種類別の内訳は、身体障害者手帳が 4,267 人、療育手帳が 1,239 人、精神障害

者保健福祉手帳が 970 人となっています。  
■障害者手帳所持者数の推移 

  （単位：人） 

 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和１年 令和２年 

身体障害者手帳 4,462 4,399 4,330 4,417 4,245 

療育手帳 1,084 1,109 1,147 1,190 1,234 

精神障害者保健福祉手帳 665 760 833 811 851 

総  計 6,211 6,268 6,310 6,418 6,330 

資料：焼津市地域福祉課（各年３月末現在）             
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 （２） 難病患者の現状 
 これまで、身体障害者手帳の取得が難しいケースが多く、必要な支援が受けられず「制

度の谷間」にあった難病患者も、平成 25 年４月から、障害者総合支援法による障害福

祉サービスが受けられるようになり、その対象範囲は 361 疾病となりました。ただし、

その全対象者数を把握することは難しく、現在把握できる難病患者数は、その内の医療

費助成の対象となる「指定難病」（令和２年３月 31 日現在、333 疾患）で特定疾患医療

受給者証所持者数のみとなります。 

難病患者への障害福祉サービスについては、県と連携して対象者への周知を図るほか、

市ホームページや広報紙を活用し周知します。 

 

■令和元年度特定疾患医療受給者証所持者数 

所持者数 内訳 

940 人 
国指定（56疾患）909 人 

県指定（２疾患）  31 人 

資料：静岡県中部保健所（令和２年３月 31 日現在） 

 

 （３） 障害福祉サービス種類別の利用状況 

令和２年 10 月末現在の障害者総合支援法における障害福祉サービス種類別の支給決

定者数と実利用者数は、次のとおりです。サービスの支給決定者数は 1,215 人ですが、

複数のサービスの支給決定を受けている人がいるため、実支給決定者数は 809 人です。

利用者数が支給決定者数より少なくなっているのは、支給決定はされているが、令和２

年 10 月にサービスを利用しなかった人がいたためです。 

 また、支給決定者数の年齢別分類では、どの年代も大きな人数の違いがなく支給決定

を受けていることがわかります。なお、65 歳以上の人数が少ないのは、65 歳以上は原

則介護保険制度に移行することによるものです。   



14 

 

■障害者総合支援法のサービス利用状況 

サービス種類 支給決定者数 利用者数 

訪問系サービス 

  居宅介護 138 105 

  重度訪問介護 1 0 

  同行援護 29 22 

  行動援護 5 3 

  重度障害者等包括支援 0 0 

日中活動系サービス 

  生活介護 306 297 

  自立訓練（機能訓練） 0 0 

  自立訓練（生活訓練） 5 5 

  宿泊型自立訓練 1 1 

  就労移行支援 20 19 

  就労継続支援（Ａ型） 60 58 

  就労継続支援（Ｂ型） 247 237 

  就労定着支援 16 7 

  療養介護 16 16 

  短期入所 196 71 

居住系サービス 

  共同生活援助 67 65 

  施設入所支援 108 107 

  総  計 1,215 

（実支給決定者数 809） 

1,013 

（実利用者数 740） 

資料：焼津市地域福祉課（令和２年 10 月末現在） 

 

 

 

■年齢別の障害福祉サービスの支給決定者数 

区分 児童 
18～29 

歳 

30～39 

歳 

40～49 

歳 

50～59 

歳 

60～64 

歳 

65 歳 

以上 
総計 

人数 34 190 123 152 187 65 58 809 
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 （４） 障害支援区分の認定状況 
 障害福祉サービスのうち、介護給付サービスを利用する際には、障害支援区分の認定

が必要となります。障害支援区分の認定状況は、区分１から６に認定されている人の中

で区分６に認定されている人が一番多くなっています。 

 

■障害支援区分の認定状況 

区分 
     低い        支援の必要度        高い 

 

区分なし 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 合計 

身体 31 1 6 18 14 23 52 145 

知的 156 3 14 51 92 69 94 479 

精神 120 1 13 13 7 1 1 156 

難病 1 0 0 0 0 0 0 1 

総計 308 5 33 82 113 93 147 781 

資料：焼津市地域福祉課（令和２年 10 月末現在） 

■障害支援区分とは 

 障害支援区分は、支給決定手続きの透明性・公平性を図る観点から、市町村がサービス

の種類や量などを決定するための判断材料の一つとして、障害福祉サービスの必要性を明

らかにするために障害のある人等の障害の多様な特性その他心身の状況に応じて必要とさ

れる標準的な支援の度合を総合的に示すものです。区分は６段階あり、区分が６に近づく

ほど必要とされる支援の度合が高いことを表します。 

なお、訓練等給付の障害福祉サービスの利用は、原則障害支援区分の認定が不要なた

め、区分認定をしていない方は「区分なし」に分類されます。 

34
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■障害支援区分の認定が必要なサービス 

サービス名 対象区分 

居宅介護 区分１以上（通院等介助（身体介護を伴う）は区分２以上） 

介
護
給
付 重度訪問介護 区分４以上（他に該当条件あり） 

同行援護 区分２以上（他に該当条件あり） 

行動援護 区分３以上（他に調査項目あり） 

重度障害者等包括

支援 

区分６   （他に該当条件あり） 

生活介護 区分３以上（50 歳以上は区分２以上） 

療養介護 区分５以上（他に該当条件あり） 

短期入所 区分１以上 

施設入所支援 区分４以上（50 歳以上は区分３以上） 

共同生活援助（グル

ープホーム） 

必要なし（介護が必要な場合は区分２以上） 

訓
練
等
給
付 自立訓練 必要なし 

就労移行支援 必要なし 

就労継続支援 必要なし 

就労定着支援 必要なし 
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第３章 数値目標 
１ 令和５年度の目標値の設定 

数値目標は、国の数値目標を勘案し、第４次焼津市障害者計画（以下「障害者計画」とい

う） 基本方針４「生活の安定と自立の支援」、基本方針５「福祉サービスの充実と医療と

の連携」に基づいた行動計画として設定しています。 

 

（１） 入所施設の入所者の地域生活への移行 
障害者計画 基本方針５ 施策「福祉サービスの充実と医療」との連携において、

地域移行の推進の行動計画です。 

 

本人の希望のもと、入所施設での集団的な生活から、自己決定と自己選択ができ

る、地域生活への移行を推進します。 

福祉施設に入所している障害のある人について、グループホームや一般住宅等への

移行を推進し、令和５年度末における地域生活に移行する人の数値目標を次のとおり

設定します。 

 

【数値目標】 

①  令和５年度末の施設入所者総数について、令和元年度末の施設入所者から２人以

上減少することを目指します。（1.9％減） 

②  令和元年度末の施設入所者のうち、令和５年度までに地域生活へ移行する人数 

を７人以上とします。（移行率 6.5％） 

 

① 施設入所者数の削減 

項  目 数 値 備  考 

（基準年度） 

令和元年度末の入所者数 
107 人 令和元年度末の全施設入所者数 

（目標年度） 

令和５年度末の入所者数 
105 人 令和５年度末の全施設入所者数 

（目標値） 

削減数 

２人 

（1.9％） 

令和５年度末までに減少を目指す数 

（削減率） 

 

 

 



18 

 

②地域生活への移行者数 

項  目 数 値 備  考 

（目標値） 

地域生活への移行者数 

７人 

（6.5％） 

令和元年度末の全入所者（107 人）のう

ち、施設から GH 等への移行を目指す

人数（移行率）    （計画期間内累計） 

  

【国の方針】（参考） 

・令和元年度末時点における施設入所者数を令和５年度末時点において 1.6％以上削減

することを基本とする。 

・令和元年度末時点における施設入所者の６％以上が令和５年度末までに地域生活に

移行することを基本とする。 

 

【現状と目標達成のための方策】 

・障害特性等による、在宅生活の難しさから、施設入所を希望する人が増えています。

相談支援事業所と連携し、可能な限り住み慣れた地域での在宅生活を続けられるよう

に、本人に合うサービスを検討し、提供する支援を行います。 

・施設入所者の高齢化が進んでいるため、介護保険施設等への移行が適当と認められる

人については、円滑に移行できるよう調整をします。 

・地域生活への移行先としてグループホームの整備の促進を図ります。 

・地域生活への移行が可能となるように、不足している資源の整備促進のみならず、既 

存の施設、サービス等を組み合わせて対応できることを検討していきます。 

・地域への移行が可能となるように、受け入れ側である地域での障害理解を促進するよ

う検討していきます。 
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（２） 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 
障害者計画 基本方針５ 施策「福祉サービスの充実と医療との連携」における、地

域移行の推進の行動計画です。 

 

精神障害者が住みなれた地域を拠点として本人が充実した生活をし、また、地域の一

員として安心して自分らしい暮らしができるよう、高齢者だけでなく精神障害にも対応

した地域包括ケアシステムの構築を目指す新たな基本理念を踏まえ、自立支援ネットワ

ークやその専門部会など、保健、医療、福祉関係者による協議の場を設置することを目

標とします。 

 

項  目 数 値 備  考 

（目標値） 

重層的な連携による支援体制を構

築するために必要な協議の場の開

催回数 

年１回 
協議の場は、焼津市自立支援ネットワー

ク地域移行・地域定着専門部会とする。 

重層的な連携による支援体制を構

築するために必要な協議の場にお

ける目標設定および評価の実施回

数 

年１回 

 

【国の方針】 

 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進するためには、地域におけ

る精神保健医療福祉体制の基盤を整備する必要がある。整備することによって、１年以

上長期入院患者のうち一定数は地域生活への意向が可能になることと、早期退院が可能

になることを踏まえて以下の項目について目標を設定した。 

１ 精神障害者の精神病床から退院後１年以内の地域における平均生活日数 

２ 精神病床における１年以上長期入院患者数 

３ 精神病床における早期退院率 

【現状と目標達成のための方策】 

・焼津市では、自立支援ネットワーク内に地域移行・地域定着専門部会を設置しており、重層的 

な連携による支援体制を構築するための協議の場としています。 

精神障害者も、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、

支援体制等を協議し、地域移行・地域定着を促進します。 

【数値目標】 

 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムとして、保健、医療、福祉関係者による

協議を年に１回以上行う。 
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（３） 地域生活支援拠点等の整備 
障害のある方の地域生活を支援する機能（相談、体験の機会・場、緊急時の受入・対

応、専門的人材の確保と養成・地域の体制づくり等）を持った拠点の目標を、次のとお

り設定します。 

 

項  目 数 値 備  考 

（目標値） 

拠点等の整備、機能充実に向けた

検証および検討を行う回数 

年２回 

 

【国の方針】 

・地域生活支援拠点等について、令和５年度末までに各市町村又は各圏域に１つ以上

の地域生活支援拠点等を確保しつつ、その機能の充実のため、年１回以上運用状況を

検証及び検討することを基本とする。 

 

【現状と目標達成のための方策】 

・本市においては、焼津市地域生活支援拠点を令和２年度中に設置済みです。 

 令和３年度以降は、焼津市自立支援ネットワークにおいて運用状況の検証等を行い、

機能の充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【数値目標】 

 地域生活支援拠点の機能充実のため、年１回以上運用状況を検証及び検討します。 
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（４） 福祉施設から一般就労への移行 
障害者計画 基本方針４ 施策「就労の支援体制の充実」における行動計画です。

障害福祉サービスから一般就労への移行の活性化を目指します。 

 

① 福祉施設からの一般就労への移行者数 

福祉施設利用者のうち、就労移行支援事業等を活用して、令和５年度中に一般就労

に移行する人の数値目標を次のとおり設定します。 

【数値目標】 

令和５年度の福祉施設から一般就労への移行者数を年間 21 人以上とします。 

 

【算出方法】 

令和元年度の実績 17 人×1.27 倍＝21 人  

 

項  目 数 値 備  考 

（基準値） 

令和元年度の一般就労移行者数   
 17 人 

令和元年度の福祉施設から一般

就労への移行者数 

（目標値） 

令和５年度の一般就労移行者数 

 23 人 

（135％） 

令和５年度の福祉施設から一般

就労への移行者数  

（令和元年度比） 

 

【国の方針】（参考） 

・福祉施設から一般就労への移行者を令和５年度中に令和元年度実績の 1.27 倍以上と

することを基本とする。 

※就労継続支援Ａ型事業所は「福祉施設」に含まれるため移行しても移行者には含めな

い。 
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② 就労定着支援事業の利用者 

令和５年度末における就労移行支援事業等を通じた一般就労への移行者のうち、就労

定着支援事業の利用者の目標値を次のとおり設定します。 

【数値目標】 

令和５年度末の就労定着支援事業所の利用者数を 17 人以上とします。 

 

項  目 数 値 備  考 

（基準値） 

令和５年度末時点の一般就労移行予定者数   
23 人 

福祉施設からの一般就労への

移行者数より 

（目標値） 

令和５年度末時点の就労定着支援事業所の利

用者数    

17 人 

（73％） 

令和５年度３月末の就労定着支援

事業所の利用者数  

（基準値に対する比） 

 

【国の方針】（参考） 

・令和５年度における就労移行支援事業等を通じた一般就労への移行者のうち、７割が

就労定着支援事業を利用することを基本とする。 

 

③  就労定着支援事業所の就労定着率 

令和５年度における市内の就労定着支援事業所の就労定着率について、次のとおり

設定します。 

 

【数値目標】 

令和５年度までに、就労定着支援事業所のうち、就労定着率が８割以上の事業所を、全

体の７割以上となることを目指します。 

 

 

項  目 数 値 備  考 

（目標値） 

就労定着率が８割以上の就労定着支援事業所

の率 

100％ 

令和５年度末における就労定着

率８割以上を達成する事業所の

割合 

 

【国の方針】（参考） 

・令和５年度における就労定着支援事業所のうち、就労定着率が８割以上の事業所を、

全体の７割以上とすることを基本とする。 
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【①～③の現状と目標達成のための方策】 

・就職希望があり、職業訓練などが必要な障害のある人については、事前に就労移行支援事

業等の障害福祉サービスを利用し、生活リズムの構築や作業能力の向上を図ることで、一

般就労への移行が円滑になります。今後も就労に向けた効果的な障害福祉サービスの利

用を推進していきます。 

・市内の就労移行支援事業所、就労定着支援事業所には、これらの数値目標を周知し、より

積極的に一般就労への移行・定着に取り組んでいただくよう働きかけます。また、法定雇

用率未達成の企業へ雇用を促すとともに、障害者雇用への理解を促進します。 

自立支援ネットワークでは就労・定着の強化が図れるよう、プロジェクトの立ち上げを検

討します。 
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（５） 相談支援体制の充実・強化に向けた取組の実施体制の確保 
障害者計画 基本方針５ 施策「福祉サービスの充実と医療との連携」における、相

談支援の充実を推進する行動計画です。 

 

市内相談支援事業者が、さまざまな障害種別や多様なニーズに対応できる相談支援機

関となるよう、総合的・専門的な相談支援の実施及び地域の相談支援体制の今日を実施

する体制を確保します。 

 

項  目 数 値 備  考 

（目標値） 

令和５年度末までに基幹相談支援

センター設置 

設置済み 地域福祉課に直営にて設置済み 

 

 

項  目 数 値 備  考 

（目標値） 

令和５年度までに障害の種別や各

種のニーズに対応できる総合的・

専門的な相談支援を実施する 

実施済み 
基幹相談支援センターの設置及び地域生

活支援事業の相談支援事業にて実施 

地域の相談支援事業者に対する訪

問等による専門的な指導・助言を

行う 

年 10 回 

基幹相談支援センターにて、市内の 10 相

談支援事業者に対し、それぞれ１回以上

行う。 

地域の相談支援事業者の人材育成

のために支援を行う 年１回 

基幹相談支援センターにて、指定特定相

談支援事業者の質の向上を図るための研

修等を開催する。 

地域の相談支援機関との連携強化

の取組を実施する。 年２回 

地域包括支援センターや、生活困窮者自

立支援制度の自立相談支援事業実施者と

の連絡会を開催する。 

【数値目標】 

 相談支援体制の充実・強化等に向けた取組の実施体制として基幹相談支援センター

を１か所設置する。 

【数値目標】 

 相談支援体制の充実強化等に向けた取組の実施及び指導等を行う。 
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【国の方針】 

総合的・専門的な相談支援の実施及び地域の相談支援体制の強化を実施する体制を確

保する。 

 

【現状と目標達成のための方策】 

・基幹相談支援センターは、地域における相談支援の中核機関として、相談支援事業者

だけでは解決が困難な課題が発生した場合に指導や助言を行います。また、研修等を

実施し、相談者のニーズを十分に引き出し、相談者の状況や意向を勘案しながら適切

なサービスに繋ぐことができる相談員等の育成に取り組みます。 
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（６） 障害福祉サービス等の質の向上を図るための取組に係る体制の構築 
障害者計画 基本方針５ 施策「福祉サービスの充実と医療との連携」における、地

域生活を支えるサービスの充実を推進する行動計画です。 

 

障害福祉サービス等が多様化するとともに、多くの事業者が参入している中、改めて

障害者総合支援法の基本理念を念頭に、その目的を果たすためには、利用者が真に必要

とする障害福祉サービス等の提供を行うことが重要です。そのため、市は障害者総合支

援法の具体的内容を理解するための取組を行い、障害福祉サービス等の利用状況を把握

し、障害者等が真に必要とする障害福祉サービス等が提供できているのか検証を行って

いきます。 

また、自立支援審査支払等システム等を活用し、給付の適正化のための取組を通じて

利用者が真に必要とする障害福祉サービス等を提供していくため、障害福祉サービス等

の質を向上させるための取組に関する事項を実施する体制を構築します。 

 

 

項  目 数 値 備  考 

（目標値） 

相談支援従事者初任者研修の参加

人数 

年１人  

障害支援区分認定調査員研修の参

加人数 
年１人 

 

 

 

項  目 数 値 備  考 

（目標値） 

事業所への説明会を開催する回数 
年１回  

 

 

 

【数値目標】 

県が実施する障害福祉サービス等に関わる研修に市職員が年１回以上参加する。 

【数値目標】 

市が事業所に対してシステム等での審査結果分析・共有を年に１回以上行う。 
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【国の方針】 

 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に関する事項（障害福祉サービス等

に係る各種研修の活用、障害者自立支援支払等システムによる審査結果の共有、指導監

査結果の関係市町村との共有）を実施する体制を構築する。 

 

【現状と目標達成のための方策】 

・地域福祉課障害支援担当職員が、静岡県等の実施する研修等に参加し、総合的かつ専 

門的な相談支援の技術向上に努めます。 

・障害福祉サービス等の給付費に係る過誤請求の多い項目等があります。適正な給付を行う

ため、障害福祉サービス事業者への説明会を開催し、制度についての理解を深めます。 
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２ 障害福祉サービスの必要な見込み 

及び見込量確保のための方策 
 

障害者計画 基本方針５「福祉サービスの充実と医療との連携」において、地域での

暮らしを将来にわたって支えるため、生活支援サービスの充実、サービス量の確保と質

の向上を図ります。また、基本方針４「生活の安定と自立の支援」において、就労系の

サービス提供の充実、基本方針６「生活環境の整備」において、日常生活の支援の充実

を目的とした行動計画です。 

 障害福祉サービスは、障害の種類や程度、勘案すべき事項をふまえ、個別に支給決定

が行われる「自立支援給付」と、市町村の創意工夫により、利用者の状況に応じて柔軟

に実施できる「地域生活支援事業」に大別されます。 

 「自立支援給付」は、介護の支援を受ける場合は「介護給付」、訓練等の支援を受け

る場合は「訓練等給付」に位置付けられ、障害支援区分の認定の必要性などそれぞれ利

用の際の過程が異なります。 

 また、本計画では訪問系サービス、日中活動系サービス、居住系サービスと３つに分

類し、それぞれのサービスの必要な見込み及び見込量確保のための方策を示します。 

 

■自立支援給付の種類 

区分 サービス名 訪問系 日中系 居住系 頁 

介護給付 

居宅介護（ホームヘルプ） ●   29 

重度訪問介護 ●   29 

同行援護 ●   29 

行動援護 ●   29 

重度障害者等包括支援 ●   30 

生活介護  ●  32 

療養介護  ●  39 

短期入所（ショートステイ）  ●  40 

施設入所支援   ● 44 

訓練等給付 

自立訓練（機能訓練・生活訓練）  ●  33 

就労移行支援  ●  35 

就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）  ●  36 

就労定着支援  ●  38 

自立生活援助   ● 42 

共同生活援助（グループホーム）   ● 43 
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（１） 訪問系サービス 
障害者計画 基本方針５ 施策「地域生活支援体制の充実」における行動計画です。 

 

訪問系サービスには、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等

包括支援のサービスがあります。 

 

① 居宅介護 

 自宅で、入浴、排せつ、食事等の介助を行います。 

【対象者】障害支援区分が１以上の人 

 

② 重度訪問介護 

 重度の肢体不自由者又は重度の知的障害若しくは精神障害により、行動上著しい困難 

を有する人で常に介護を必要とする人に、自宅で入浴、排せつ、食事の介護、外出時に 

おける移動支援などを総合的に行います。 

【対象者】障害支援区分が４以上かつ知的障害・精神障害の人は、障害支援区分の認定

調査項目のうち、行動関連項目等の合計点数が 10 点以上の人 

 

③ 同行援護 

 視覚障害により、移動に著しい困難を有する人に、外出時に同行し、移動に必要な情 

報を提供（代筆・代読含む）するとともに、移動の援護等を行います。 

【対象者】・身体介護を伴わない場合は、同行援護アセスメント調査票による、調査項

目中「視覚障害」、「視野障害」及び「夜盲」のいずれかが１点以上であり、

かつ、「移動障害」の点数が１点以上の人 

・身体介護を伴う場合は、上記の条件の人で障害支援区分が２以上、かつ、 

障害支援区分の認定調査項目のうち、「歩行」、「移乗」、「移動」、「排尿」、「排 

便」のいずれか１つが「できる」以外の人 

 

④ 行動援護 

 自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回避するために必要な支 

援、外出支援を行います。 

【対象者】知的障害・精神障害の人で障害支援区分が３以上の人で、障害支援区分の認

定調査項目のうち行動援護の項目が 10 点以上の人 
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④  重度障害者等包括支援 

介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包括的に行います。 

【対象者】障害支援区分が６に該当し常時寝たきりで、人工呼吸器による呼吸管理等を

行っている人 

 

ア 訪問系サービスのサービス見込量（１か月あたり） 

区   分 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 Ｒ１ R２ R３ R４ R５ 

居宅介護 

月間実利用者数 

（人／月） 
107 108 112 119 120 123 

月間延利用時間 

（時間／月） 
1930 1966 2098 2206 2225 2278 

重度訪問 

介護 

月間実利用者数 

（人／月） 
1 1 1 1 1 1 

月間延利用時間 

（時間／月） 
10 23 5 10 15 20 

同行援護 

月間実利用者数 

（人／月） 
17 20 21 22 23 24 

月間延利用時間 

（時間／月） 
157 201 200 210 220 230 

行動援護 

月間実利用者数 

（人／月） 
5 4 3 5 5 5 

月間延利用時間 

（時間／月） 
78 77 32 80 80 80 

重度障害者

等包括支援 

月間実利用者数 

（人／月） 
0 0 0 0 0 0 

月間延利用時間 

（時間／月） 
0 0 0 0 0 0 

訪問系 

サービス 

合計 

月間実利用者数 

（人／月） 
130 133 137 147 149 153 

月間延利用時間 

（時間／月） 
2175 2,267 2,335 2,506 2,540 2,608 

※令和２年度は見込値（次項以降同様） 
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イ 現状と見込量確保のための方策 

・市内に居宅介護を提供する事業所は９事業所、重度訪問介護は９事業所、同行援護は

６事業所あり、行動援護と重度障害者等包括支援の提供事業所はありません。提供事

業所がないサービスについては、事業者に参入を働きかけます。 

・利用者数については、増加することが見込まれます。主な要因としては、介護者が高

齢化していること、一人暮らしの障害のある人が増えていること、難病患者等におけ

る障害者総合支援法の対象疾病が拡大されることで新たな利用が見込まれることが

挙げられます。 

・サービス利用者が 65 歳（特定疾病を持つ人は 40 歳以上）を迎えると、原則介護保険

サービスの利用が優先されます。介護保険サービスへの移行後も、障害のある人の生

活水準が落ちることがないよう、障害福祉サービスの併給も含め配慮します。 

・市の支給決定にあたっては、利用者との面談内容やサービス等利用計画を参考とし、

サービスの利用状況や個々の事情に応じて必要なサービス量を見込み、市の障害認定

審査会の意見を聞いた上で行います。 

・焼津市障害者自立支援ネットワーク内の居宅介護事業所連絡会において、障害のある 

人への支援方法を共有することなどにより、提供されるサービスの質の向上を目指し 

ます。また、難病患者等のサービス利用時には、医療状況の確認や病状への理解を深 

めた上で、サービス提供を行うよう周知啓発を行います。  

 

■市内の居宅系サービス事業所 

事業所名 

在宅介護センターアイケア焼津 セントケアやいづ 

ニチイケアセンター焼津 大井川福祉サービスセンター 

焼津福祉サービスセンター 訪問介護事業所つばさ 

特別養護老人ホーム高麓 ニチイケアセンター大井川 

焼津市医師会ヘルパーステーション  

※掲載順は事業所番号順を基本とする（次項以降同様） 
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（２） 日中活動系サービス 
障害者計画 基本方針４ 施策「雇用の促進支援」、基本方針５ 施策「地域生活支

援体制の充実」の行動計画です。 

 

日中活動系サービスには、生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、療養

介護、短期入所のサービスがあります。 

① 生活介護 

 常に介護を必要とする人に、昼間、入浴・排せつ・食事の介護等を行うとともに、創 

作的活動又は生産活動の機会を提供します。 

【対象者】障害支援区分３以上の人（50 歳以上の人については障害支援区分が２以上） 

  

ア 生活介護のサービス見込量（１か月あたり） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 Ｒ１ R２ R３ R４ R５ 

月間実利用者数 

（人／月） 
276 289 310 316 323 329 

月間延利用日数 

（日／月） 
5,284 5,580 5,985 6,101 6,236 6,352 

 

イ 現状と見込量確保のための方策 

・市内には９事業所あり、定員に空きがある事業所もいくつかありますが、特別支援学

校卒業生の受け入れや就労継続支援Ｂ型利用者の高齢化に伴うＡＤＬの低下等によ

る当サービスへの移行により、利用者の増加が見込まれるため、事業所の整備の促進

を図ります。 

・重症心身障害者へのサービスについては、市内の事業所での拡充の促進に努めるとと

もに、市外の事業所の利用等による広域的な対応により必要なサービス量を提供しま

す。 

■市内の生活介護事業所 

事業所名 定員 事業所名 定員 

虹の家 35 すいせん 20 

生活介護ゆりかもめ 30 緑遥作業所 6 

生活介護ゆたか 20 アンティーク布花工房・沙羅 20 

大井川寮 50 小規模多機能ホーム「池ちゃん

家」焼津（※） 
8 

焼津の空と大地と 10 

野いちご 10 ※基準該当事業所  



33 

 

 ② 自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

 自立訓練には、機能訓練と生活訓練のサービスがあります。標準利用期間は、機能 

訓練は１年６か月、生活訓練は２年です。 

 

◆機能訓練 

理学療法、作業療法等のリハビリテーション、生活等に関する相談及び助言等の支援 

を行う。  

 

【対象者】地域生活を営む上で、身体機能・生活能力の維持・向上等のため、一定の支

援が必要な身体障害のある人又は難病等対象者（障害支援区分は必要なし） 

 

ア 自立訓練（機能訓練）サービス見込量（１か月あたり） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 Ｒ１ R２ R３ R４ R５ 

月間実利用者数 

（人／月） 
0 0 0 0 0 0 

月間延利用日数 

（日／月） 
0 0 0 0 0 0 

 

イ 現状と見込量確保のための方策 

・市内には事業所はありませんが、県内に６事業所あり、広域的な対応により必要なサ

ービスの提供を行います。（伊東市１か所、静岡市１か所、浜松市３か所、湖西市１

か所） 

 

■市内の自立訓練（機能訓練）事業所 

事業所名 定員 

なし － 
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◆生活訓練 

入浴、排せつ及び食事等に関する自立した日常生活を営むために必要な訓練、生活  

等に関する相談及び助言等の支援を行う。 

【対象者】地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上等のため、一定の支援が必要な 

    知的障害・精神障害のある人（障害支援区分は必要なし） 

 

ア 自立訓練（生活訓練）サービス見込量（１か月あたり） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 Ｒ１ R２ R３ R４ R５ 

月間実利用者数 

（人／月） 
5 5 4 6 7 8 

月間延利用日数 

（日／月） 
97 123 98 148 172 197 

 

イ 現状と見込量確保のための方策 

・入院していた障害のある人は、退院後、まずは生活リズムの構築や日常生活動作の向

上が必要であり、今後、当サービスの利用が適する人が増えることが見込まれるため、

事業所の整備の促進を図ります。 

 

■市内の自立訓練（生活訓練）事業所 

事業所名 定員 

漣 6 
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③ 就労移行支援 

 一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上の 

ために必要な訓練を行います。標準利用期間は２年です。 

【対象者】就労を希望する 65 歳未満の障害のある人（障害支援区分は必要なし） 

 

ア 就労移行支援のサービス見込量（１か月あたり） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 Ｒ１ R２ R３ R４ R５ 

月間実利用者数 

（人／月） 
22 16 16 18 20 22 

月間延利用日数 

（日／月） 
344 270 270 304 338 371 

 

イ 現状と見込量確保のための方策 

・市内には１事業所あり、知的障害のある人の利用は減少しています。障害のある人の

特性に応じ、市外の事業所を利用する人もいます。就労に結び付くことや、標準利用

期間の２年に到達することによる他サービスへの移行があり利用者の入れ替わりが

あります。 

・障害者総合支援法においては、一般就労への定着を推進することとしており、一般就

労に結びつきそうな人に当サービスを積極的に周知していきます。 

・就労経験がない就労継続支援Ｂ型の利用を希望する人については、就労移行支援事業

所で一般就労の可能性についてのアセスメント（能力等の評価）を実施する必要があ

ります。アセスメントが円滑に実施できるよう、事業所や関係機関と調整をします。 

 

■市内の就労移行支援事業所 

事業所名 定員 

暁 10 
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⑤ 就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 

 就労継続支援には、Ａ型（雇用型）とＢ型（非雇用型）のサービスがあります。 

 

◆就労継続支援Ａ型（雇用型） 

一般企業等での就労が困難な人に、利用者と事業所が雇用契約を結ぶことによる就労 

機会の提供及び生産活動の機会の提供、知識及び能力の向上のために必要な訓練を行い

ます。 

【対象者】企業等に就労することが困難な人であって、雇用契約に基づき、継続的に就

労することが可能な 65 歳未満の障害のある人（障害支援区分は必要なし） 

 

ア 就労継続支援Ａ型のサービスの見込量（１か月あたり） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 Ｒ１ R２ R３ R４ R５ 

月間実利用者数 

（人／月） 
41 44 56 60 61 62 

月間延利用日数 

（日／月） 
821 895 1,139 1,220 1,241 1,261 

 

イ 現状と見込量確保のための方策 

・雇用契約に基づき、指導員の指導の下、仕事に従事し、給与を得ることができるサー

ビスであり、障害のある人の経済的安定の確保に繋がります。今後も利用者の増加が

見込まれるため、事業所の整備の促進に努めます。 

 

■市内の就労継続支援Ａ型事業所 

事業所名 定員 

焼津ドリームビレッジ 10 

ミライ 20 

ライム 10 
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◆就労継続支援Ｂ型（非雇用型） 

一般企業等での就労が困難な人に、生産活動の機会の提供や知識及び能力の向上のた 

めに必要な訓練を行います。（雇用契約は結ばない） 

【対象者】就労移行支援事業を利用したが企業等の雇用に結びつかない人や、一定 

    の年齢に達している人であって、福祉的就労の機会を通じ、生産活動にかか 

る知識及び能力の向上や維持が期待される人（障害支援区分は必要なし） 

 

ア 就労継続支援Ｂ型のサービスの見込量（１か月あたり） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 Ｒ１ R２ R３ R４ R５ 

月間実利用者数 

（人／月） 
223 224 250 270 276 281 

月間延利用日数 

（日／月） 
3997 4,268 4,763 5,144 5,259 5,354 

 

イ 現状と見込量確保のための方策 

・市内には 14 事業所があり、計画期間中はサービス提供ができる体制にあります。 

・市内就労系の事業所で構成される焼津市自立支援ネットワーク就労専門部会では、障

害者の工賃向上・社会参加・企業連携等を目指し、大規模な業務を複数事業所で受注

できる仕組みとして共同受注窓口を設置しています。 

・市内の事業所では、障害のある人の働くことへのやりがいや経済的安定の向上のため、

工賃の向上に取り組んでいます。焼津市障害者自立支援ネットワーク内の就労専門部

会において市内事業所の連携を更に深めていくとともに、市においても障害者優先調

達推進法に基づき、事業所から優先的に物品等を調達するよう努めます。 

 

 

■市内の就労継続支援Ｂ型事業所 

事業所名 定員 事業所名 定員 

ワークすばる 40 らいふさぽーと結・結 20 

暁 10 漣 20 

焼津の空と大地と 13 焼津ドリームビレッジ 10 

すいせん 20 スタジオ プレアデス 14 

緑遥作業所 20 うるおい八楠 20 

つぶら作業所 20 インフィニティひまわりの橋 20 

野いちご 20 ライト 20 
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⑥ 就労定着支援 

 一般就労へ移行した障害のある人について、就労に伴う生活面の課題に対して、就労

の継続を図るために、企業・自宅等への訪問や障害のある人の来所により、必要な連絡

調整や指導及び助言を行います。 

 

【対象者】就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した障害者で、就労に伴う環境

変化により生活面の課題が生じている人。 

 

ア 就労定着支援のサービスの見込量（１か月あたり） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 Ｒ１ R２ R３ R４ R５ 

月間実利用者数 

（人／月） 
2 4 12 15 20 21 

 

イ 現状と見込量確保のための方策 

・市内には１事業所があり、計画期間中はサービス提供ができる体制にあります。 

・市内の事業所では、一般就労へ移行した方を対象とし、就労に定着できるよう支援を

行います。また、焼津市障害者自立支援ネットワーク内の就労専門部会において市内

事業所の連携を更に深めていくとともに、市内対象者の利用を促すよう努めます。 

 

■市内の就労定着支援事業所 

事業所名 定員 

暁 20 
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⑦  療養介護 

 医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介護 

及び日常生活上の支援を行います。 

【対象者】病院等への長期入院による医療的ケアに加え、常時介護を必要とする人。人 

工呼吸器による呼吸管理をしている人は障害支援区分が６、筋ジストロフィー 

患者や重症心身障害者は区分が５以上 

 

ア 療養介護のサービス見込量（１か月あたり） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 Ｒ１ R２ R３ R４ R５ 

月間実利用者数 

（人／月） 
16 16 16 16 16 16 

イ 現状と見込量確保のための方策 

・市内には施設はありませんが、県内に６施設あり、広域的な対応により必要なサービ

スの提供を行います。（伊東市１か所、富士市１か所、静岡市２か所、浜松市２か所） 

 

■市内の療養介護事業所 

事業所名 定員 

なし － 
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⑧ 短期入所（ショートステイ） 

自宅で介護する人が病気の場合等に、障害者支援施設、児童福祉施設、病院、児童短 

期間、夜間も含め、施設で入浴・排せつ・食事の介護等必要な保護を行います。 

 

【対象者】障害支援区分が１以上の人 

 

◆短期入所（福祉型） 

 

ア 短期入所（福祉型）のサービス見込量（１か月あたり） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 Ｒ１ R２ R３ R４ R５ 

月間実利用者数 

（人／月） 
34 48 52 57 60 64 

月間延利用日数 

（日／月） 
288 253 274 300 316 337 

 

イ 現状と見込量確保のための方策 

・市内の７事業所によりサービス提供が行われており、介護者の高齢化や介護の休息を

図るため、今後も利用者が増加していくことが見込まれます。特に土日、祝日の利用

希望者が多く、市内の事業所のみでは利用希望に沿えない場合があり、市外の事業所

とも調整を図り、必要なサービスの提供に努めます。 

・日中のみ介護者等の用事がある場合は、日中一時支援（地域生活支援事業）の提供に

より対応します。 

・児童の受入先が市内にないことや重症心身障害児（者）への十分なサービス提供が

できていないことが課題となっています。課題の精査を行うとともに、事業者と課

題を共有することで事業者の参入の促進に努めます。（福祉型・医療型共通） 
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◆短期入所（医療型） 

主に重症心身障害児（者）を対象とした、病院、診療所、介護老人保健施設で行う

短期入所サービスです。医療的ケアが必要な人の受け入れも行います。 

 

ア 短期入所（医療型）のサービス見込量（１か月あたり） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 Ｒ１ R２ R３ R４ R５ 

月間実利用者数 

（人／月） 
12 8 8 9 10 11 

月間延利用日数 

（日／月） 
62 40 40 45 50 55 

 

イ 現状と見込量確保のための方策 

・市内において重症心身障害者の受け入れをしている事業所もありますが、障害特性や

希望に沿ったサービスの提供が難しい状況です。広域的な対応により、サービスの利

用が円滑にできるよう調整を行います。 

・短期入所（福祉型）と同様に、日中一時支援（地域生活支援事業）の拡充により、重

症心身障害児（者）が地域で生活するための支援体制の整備に努めます。 

 

■市内の短期入所事業所 

事業所名 

あおい荘 大井川寮 

特別養護老人ホーム福聚荘 

（福祉型強化） 

小規模多機能ホーム「池ちゃん家」焼津

（基準該当） 

特別養護老人ホーム高麓 レモン 

焼津市立病院（医療型） 西焼津看護多機能ホーム「池ちゃん家」 

（共生型 福祉型強化） 
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（３） 居住系サービス 
居住系サービスには、自立生活援助、共同生活援助、施設入所支援のサービスがあり 

ます。 

 

①  自立生活援助 

 障害者支援施設やグループホーム等から１人暮らしへの移行を希望する障害のある 

人について、定期的に利用者の居宅を訪問し、生活状況の確認を行い、必要な助言や医 

療機関との連絡調整を行います。 

 

【対象者】障害者支援施設やグループホーム等を利用していた障害のある人で、１人暮 

らしを希望する人。 

 

ア 自立生活援助のサービス見込量（１か月あたり） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 Ｒ１ R２ R３ R４ R５ 

月間実利用者数 

（人／月） 
0 0 0 0 1 2 

 

イ 現状と見込量確保のための方策 

・自立支援ネットワークなどを介し、需要の確認を行っていきます。必要に応じて事業

実施可能な法人等に打診を行っていきます。 
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②  共同生活援助（グループホーム） 

 地域で共同生活を営む人に、相談や日常生活上の援助を行います。また、介護の必要 

性が認定されている人には入浴・排せつ・食事の介護を行います。 

【対象者】障害者（身体障害者にあっては、65 歳未満の者又は 65 歳に達する日の前日

までに障害福祉サービス若しくはこれに準ずるものを利用したことがある

者に限る。） 

 

ア 共同生活援助のサービス見込量（１か月あたり） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 Ｒ１ R２ R３ R４ R５ 

月間実利用者数 

（人／月） 
41 56 67 70 73 78 

 

イ 現状と見込量確保のための方策 

・市内には４事業所のグループホームがありますが、定員上、新規の入居希望者の受け

入れが難しい状況です。 

・今後、障害のある人の自立の促進や「親亡き後」に対応する観点から、利用希望者の

増加が見込まれるため、事業所の整備の促進を図ります。 

・空き家となっている戸建て住宅のグループホームへの転用が促進されるよう、建築基

準法を始めとした法規制のより一層の緩和を関係機関に要望していきます。 

 

■市内の共同生活援助（グループホーム）事業所 

事業所名 定員 

すぴか 20 

グループホーム樹羅 6 

ドリームゲート焼津 10 

メロン 10 
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③ 施設入所支援 

 施設に入所する人に、夜間や休日、入浴・排せつ・食事の介護等を行います。 

【対象者】障害支援区分が４以上の人 

（50 歳以上の人の場合は障害支援区分が３以上の人） 

 

ア 施設入所支援のサービス見込量（１か月あたり） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ R３ R４ R５ 

月間実利用者数 

（人／月） 
104 107 108 107 106 105 

 

イ 現状と見込量確保のための方策 

・市内には入所施設が１か所あり、それ以外の人は市外の施設に入所しています。国の

方針では、施設入所者を削減していく方針ですが、待機者は年々増えています。 

・相談支援事業所と連携し、地域で生活するためのサービス提供を行い、可能な限り住

み慣れた地域での生活を支えます。施設入所をせず、グループホームに入居すること

により地域での生活を継続できる人もいるため、グループホームの整備の促進を図り

ます。 

・焼津市自立支援ネットワーク地域移行・地域定着専門部会において地域への移行・定着を 

促進するための協議を行います。 

 

■市内の施設入所支援事業所 

事業所名 定員 

大井川寮 50 
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（４） 相談支援事業 
障害者計画 基本方針５「福祉サービスの充実と医療との連携」、施策「相談支援体制の

充実」における行動計画です。 

 

平成 24 年４月の障害者自立支援法の一部改正により、障害福祉サービスを利用する

すべての利用者にサービス等利用計画の作成が必須となりました。また、精神科病院の

長期入院患者や施設入所者の地域移行を促進するために、地域相談支援も創設されまし

た。 

事業名 内容 

計画相談支援 

◆サービス利用支援（サービス等利用計画の作成） 

障害福祉サービスの申請に係る支給決定前に、サービス等利用 

計画案を作成し、支給決定後に、サービス事業者等との連絡調整な

どを行うとともに、サービス等利用計画の作成を行います。 

◆継続サービス利用支援（モニタリング） 

 支給決定されたサービス等の利用状況の確認や利用者の意思確 

認（モニタリング）を行い、必要に応じて、サービス事業者等と 

の連絡調整などを行います。 

地域相談支援 

◆地域移行支援 

 障害者支援施設、精神科病院、保護施設、矯正施設等を退所す 

る障害のある人を対象として、地域移行支援計画の作成、相談によ 

る不安解消、外出への同行支援、住居確保、関係機関との調整など 

を行います。 

◆地域定着支援 

 居宅において単身で生活している障害のある人を対象に常時の 

連絡体制を確保し、緊急時には必要な支援を行います。 

 

ア 相談支援のサービス見込量（年度末に計画作成がされている人数） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 Ｒ１ R２ R３ R４ R５ 

計画相談支援 
利用者数 

（人） 
683 716 746 776 806 836 

地域移行支援 
利用者数 

（人） 
0 0 0 1 2 3 

地域定着支援 
利用者数 

（人） 
0 0 0 0 1 2 
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イ 現状と見込量確保のための方策 

・市内には計画相談支援を実施する特定相談支援事業所は 10 事業所ありますが、計画

作成を行う相談支援専門員の数が不足しています。相談支援専門員となる要件は、 

① 現場において一定の経験年数があること  

② 県主催の相談支援従事者初任者研修を修了していること 

の２点です。相談支援専門員の人手が充足するよう県の研修を積極的に受講すること 

を市内事業者に要請していきます。 

・地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）を実施する一般相談支援事業所は市内

にはありません。今後も、よりきめ細やかな地域での生活を支援していくためには、

実施事業者の確保が必要であるため、市内事業者と調整を行っていきます。 

 

■市内の相談支援事業所 

事業所名 事業内容 

生活支援センターわおん 計画相談支援（児・者）、委託相談 

暁 計画相談支援（者）、委託相談 

相談支援「スリーハート」 計画相談支援（者） 

あおぞら 計画相談支援（児） 

スタジオプレアデス 計画相談支援（児・者） 

社会福祉協議会 計画相談支援（者）、委託相談 

すもも 計画相談支援（児・者） 

アスク 計画相談支援（者） 

プランセンターてん 計画相談支援（児） 

相談支援センター スカイパーク 計画相談支援（児） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



47 

 

（５） 補装具の支給 
 障害者計画 基本方針５ 施策「地域生活支援体制の充実」における行動計画です。 

 

 障害のある人に対し、身体機能を補完・代替するための補装具（車いす、補聴器、義肢な

ど）の購入・修理に要する費用を支給しています。介護保険適用者については、介護保険

での購入・貸与が優先されます。 

 

 ア 補装具のサービス見込量（年間支給決定件数） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 

年間支給決定件数 

（件／年） 
188 164 170 170 170 170 

 

イ 現状と見込量確保のための方策 

・新規の障害者手帳取得者・難病患者等に「障害者福祉ガイドブック」により事業の説

明をし、周知します。 
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４ 地域生活支援事業の見込み 

及び見込量確保のための方策 
 

  

 障害者計画 基本方針５ 施策「相談体制の充実」、「障害のある人の権利擁護」、「虐待防

止と早期対応」、「地域生活支援体制の充実」の行動計画です。 

 

 

 

地域生活支援事業は、地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業形態でサービス

が実施できるよう、それぞれの市町村や都道府県で行うことと位置付けられています。

市では、地域で生活する障害のある人のニーズを踏まえて、地域の社会資源を最大限に

活用できるよう取り組んでいきます。 

 地域生活支援事業には、必ず実施しなければならない必須事業と、市町村の判断で実

施することができる任意事業があります。本市が地域生活支援事業として実施する事業

は次の表のとおりです。 

 

 

 

 

■本市が実施する地域生活支援事業 

区分 実施事業 

必須事業 

① 理解促進研修・啓発事業 

② 自発的活動支援事業 

③ 相談支援事業 

・障害者相談事業 

・基幹型相談支援センター等強化事業 

・住宅入居等支援事業 

④ 成年後見制度利用支援事業 

⑤ 成年後見制度法人後見支援事業 

⑥ 意思疎通支援事業 
・手話通訳者・要約筆記者派遣事業 

・手話通訳者設置事業 

⑦ 日常生活用具給付等事業 

⑧ 手話奉仕員養成研修事業 

⑨ 移動支援事業 

⑩ 地域活動支援センター機能強化事業 
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任意事業 

① 訪問入浴サービス事業 

② 日中一時支援事業 

③ 点字・声の広報等発行事業 

④ 点字奉仕員養成事業 

⑤ 自動車運転免許証取得費助成事業 

⑥ 自動車改造助成事業 

⑦ 視覚障害者ＩＴ講習会 

⑧ 巡回支援専門員整備事業 

⑨ 障害者虐待防止対策支援事業 

（１）必須事業 
 障害者計画 基本方針５ 施策「地域生活支援体制の充実」における行動計画です。 

地域生活支援事業における必須事業は次の 10 項目です。 

① 理解促進研修・啓発事業 

  障害のある人が日常生活及び社会生活を営む上で生じる「社会的障壁」を除去する

ため、地域において、障害のある人等の理解を深めるための研修や啓発を行い、共生

社会の実現を図ります。 

ア 理解促進研修・啓発事業について（年間） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 

実施の有無 実施 実施 実施 実施 実施 実施 

イ 今後の方策 

・障害者週間等による機会を活用して、地域住民に対する理解促進や啓発を行う講演会

などのイベントを実施します。 
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② 自発的活動支援事業 

  障害のある人が日常生活及び社会生活を営むことができるよう、障害のある人、そ

の家族、地域住民等による地域における自発的な取り組みを支援することにより、共

生社会の実現を図ります。 

 

ア 自発的活動支援事業について（年間） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 

実施の有無 実施 実施 実施 実施 実施 実施 

     

イ 今後の方策 

・本市では障害者関係団体（当事者会・家族会）の活動を支援しています。今後、障害

者関係団体同士が情報共有や意見交換を行うことができるような団体相互のネット

ワークづくりを支援します。 

・また、講演会や講座の開催時等に障害者関係団体の情報を提供し、障害者関係団体の

周知と、会員増加への支援をします。 
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③  相談支援事業 

障害のある人が、自立した日常生活、または社会生活を営むことができるようにす

ることを目的とし、障害のある人や家族、介護者等からの相談に応じ、情報の提供等

の支援、権利擁護のために必要な援助等について総合的･計画的な支援を行います。 

 

◆障害者相談支援事業 

  障害のある人、その保護者、介護者等からの相談に応じ、必要な情報提供等の支援

を行うとともに、虐待の防止や権利擁護のために必要な援助を行います。また、地域

自立支援協議会を設置し、地域の相談支援体制やネットワークの構築を行います。 

◆基幹型相談支援センター等機能強化事業 

  地域における相談支援の中核的役割を担う機関として、総合的な相談業務の実施や

地域の相談体制の強化の取組み等を行います。 

 

◆住宅入居等支援事業 

  賃貸契約による一般住宅（公営住宅及び民間の賃貸住宅）への入居を希望している

が、保証人がいない等の理由により入居が困難な障害のある人に対し、入居に必要な

調整を行うとともに、家主等への相談・助言を通じて障害のある人の地域生活を支援

します。 

 

ア 相談支援事業について（年間） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 

障害者相談支援事業 

（箇所数） 
3 3 3 3 3 3 

基幹相談支援センター 

（設置箇所） 
0 0 1 1 1 1 

基幹相談支援センター等 

機能強化事業（実施の有無） 
実施 実施 実施 実施 実施 実施 

住居入居等支援事業 

（実施の有無） 
未実施 未実施 未実施 未実施 未実施 実施 

 

イ 今後の方策 

・市内には市から相談支援事業を委託している相談支援事業所が３か所（「わおん」・

「暁」・「社会福祉協議会」があります。今後も障害のある人が地域の身近な場所でそ

れぞれの状況に応じて的確な情報提供や相談支援が受けられるようにします。 
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■相談支援体制のイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般相談支援事業所 

 

地域相談支援 

地域定着支援 

地域相談支援 

基本相談支援 

 

 

特定相談支援事業所 

 

サービス利用支援 

継続サービス利用支援 

計画相談支援 

基本相談支援 

 

 

基幹相談支援センター 

総合相談・専門相談（３障害に対応） 

権利擁護・虐待防止 

地域移行・地域定着の促進 

地域の相談支援体制の強化の取り組み 

主な役割 

地域における相談支援の中核的な

役割としての、連携・統括 

県が事業所指定を行う 市が事業所指定を行う 

※１つの事業所において、地域相談支援と計画相談支援の両方の事業を

実施する場合は、県と市のそれぞれの事業所指定が必要となる。 
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④ 成年後見制度利用支援事業 

  障害のある人の権利擁護を図るため、成年後見人制度の利用が必要と認められる知

的障害及び精神障害のある人に対し、申立て又は報酬等に関する支援を行います。 

 

ア 成年後見制度利用支援事業について（年間） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 

市長申立て 

（人／年） 
0 0 1 1 1 2 

報酬助成 

（人／年） 
2 2 3 3 3 3 

総 計 2 2 4 4 4 5 

 

イ 今後の方策 

・申立人（配偶者、四親等内の親族等）がいない身寄りのない障害のある人については、

市長申立てにより成年後見人等を選任し、その人の権利擁護を図ります。また、成年

後見人等の報酬の負担が経済的に困難な人には、費用を助成します。 

  

⑤ 成年後見制度法人後見支援事業 

成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法人を確保できる体

制を整備するとともに、市民後見人の活用も含めた法人後見の活動について支援して

いく制度です。 

 

ア 成年後見制度法人後見支援事業について（年間） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 

実施の有無 実施 実施 実施 実施 実施 実施 

     

イ 今後の方策 

・今後、障害のある人の「親亡き後」、成年後見制度の利用が必要となる人が増加する

ことが予想され、成年後見人等の担い手が必要です。市の高齢者福祉部門と連携し、

成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法人を確保できる体

制を整備します。また、市民後見人の育成を継続します。 
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⑥ 意思疎通支援事業 

聴覚障害者の意思疎通を支援するため、市の事務所に手話通訳者を設置するととも

に、手話通訳者や要約筆記者を派遣します。 

 

ア 手話通訳者設置事業、手話通訳者・要約筆記通訳者派遣事業について（年間） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 

手話通訳者設置者数 

（人／年） 
1 1 0 1 1 1 

手話通訳者・要約筆記者派

遣事業利用者数 （人／年） 
39 38 40 40 40 40 

 

イ 今後の方策 

・市の事務所への手話通訳者の設置に努めます。 

・手話通訳者や要約筆記者の派遣に関し、円滑な事業実施に努めるとともに、新規の身

体障害者手帳取得者に「障害者福祉ガイドブック」により事業の説明をし、周知しま

す。 
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⑦ 日常生活用具給付等事業 

  障害のある人に対し、日常生活の便宜を図るため、自立生活支援用具等の日常生活

用具を給付します。 

 

ア 日常生活用具給付等事業について（年間利用決定件数） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 R1 R2 R3 R４ R5 

介護・訓練支援用具 

（件／年） 
31 17 10 20 20 20 

自立支援生活用具 

（件／年） 
70 45 20 60 60 60 

在宅療養等支援用具 

（件／年） 
14 9 15 15 15 15 

情報・意思疎通支援用具 

（件／年） 
83 131 200 200 200 200 

排泄管理支援用具 

（件／年） 
2515 2626 2600 2600 2600 2600 

居宅生活動作補助用具 

（住宅改修）（件／年） 
7 4 5 5 5 5 

 

イ 今後の方策 

・新規の障害者手帳取得者・難病患者等に「障害者福祉ガイドブック」により事業の説

明をし、周知します。 
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⑧ 手話奉仕員養成研修事業 

聴覚障害者との交流活動の促進、その他の聴覚障害者の支援などのため、日常生活

に必要な手話技術を習得するための手話奉仕員の養成講座を行います。 

 

ア 手話奉仕員養成研修事業について（年間） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 

養成講習修了見込者数 

（人／年） 
19 13 0 15 15 15 

 

イ 今後の方策 

・広報やいづへの掲載等により積極的に参加者の募集を行うとともに、参加者が興味を

持って参加できるよう講座内容の充実に努めます。 
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⑨ 移動支援事業 

屋外での移動が困難な障害児者について、外出のための支援を行います。 

 

ア 移動支援事業について 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 Ｒ１ R２ R３ R４ R５ 

年間実利用者数 

（人／年） 
89 77 49 62 74 92 

年間延利用日数 

（時間／年） 
3,904 3,242 1,751 2,490 3,210 3,930 

 

イ 今後の方策 

・サービス等利用計画の導入により相談支援専門員が障害のある人に聞き取る中で、余

暇の充実等を希望する人が増えており、その一つの手段として移動支援があげられる

ため、サービスの充実を図ります。 

・移動支援事業の利用方法が分かりやすく記載されたガイドブックを作成し、利用者や

事業者に周知することで適切な支給に努めます。 

 

■市内の移動支援事業所 

事業所名 

在宅介護センターアイケア焼津 セントケアやいづ 

ニチイケアセンター焼津 大井川福祉サービスセンター 

焼津福祉サービスセンター 訪問介護事業所つばさ 

特別養護老人ホーム高麓 ニチイケアセンター大井川 

焼津市医師会ヘルパーステーション ニチイケアセンター八楠 

ニチイケアセンター大住 すいか 

その他３事業所は市外  
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⑩ 地域活動支援センター機能強化事業 

障害のある人が通い、創作的活動又は生産活動の提供、社会との交流の促進等の支

援を行います。 

 

ア 地域活動支援センター機能強化事業について 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 Ｒ１ R２ R３ R４ R５ 

年間実利用者数 

（人／年） 
39 41 41 41 42 43 

地域活動支援センター 

（箇所数） 
２ ２ ２ ２ ２ ２ 

 

イ 今後の方策 

・地域活動支援センターは障害のある人の居場所や社会に出ていくためのステップア

ップの場として重要な役割を担っており、市内に２か所の地域活動支援センターを設

置しています。今後も継続的な設置をするとともに、利用者の拡充に努めます。 

■市内の地域活動支援センター 

事業所名 １日の定員 

花・はな 19 

大井川心愛 20 

 

■地域活動支援センターの分類 

  地域活動支援センターは、創作的活動、生産活動、社会交流の促進等の事業を行う「基礎的

事業」と事業強化をするための次の３類型があります。 

類型 内容 市内の事業所 

地域活動支援センター 

Ⅰ型 

基礎的事業のほか、専門職員を配置し、医療・

福祉及び地域の社会基盤との連携強化のための

調整、地域住民ボランティア育成、障害に対する

理解促進のための普及啓発事業を実施する。（相

談支援事業を併せて実施又は委託を受けている

ことが必須） 

なし 

地域活動支援センター 

Ⅱ型 

 基礎的事業のほか、機能訓練、社会適応訓練、

入浴等のサービスを実施する。 
花・はな 

地域活動支援センター 

Ⅲ型 

基礎的事業を実施する。（小規模作業所として

の運営実績が５年以上必要） 
大井川心愛 
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（２）任意事業 
 地域生活支援事業における任意事業は次の８項目です。 

 

① 訪問入浴サービス事業 

  在宅の重度身体障害者の生活支援をするために、訪問による居宅において入浴サー

ビスを行います。 

 

ア 訪問入浴サービス事業について 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 Ｒ１ R2 R3 R4 R5 

年間実利用者数 

（人／年） 
12 12 12 12 13 14 

実施事業者数 

（事業者数） 
4 4 4 4 4 4 

 

イ 今後の方策 

・実施事業者は４事業者あり、希望に沿ったサービス提供ができる体制にあるため、制

度の周知を図り、利用者の拡充に努めます。 

・介護保険サービスの利用への移行や生活介護事業所での入浴サービスを利用する人

もいるため、他サービスとの調整をしていきます。 

 

■市内の訪問入浴サービス事業所 

事業所名 

焼津市社会福祉協議会 

アサヒサンクリーン在宅介護センター焼津 

その他２事業所は市外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



60 

 

②  日中一時支援事業 

  障害児者の日中における活動の場を確保し、日常的に介護している家族の一時的な

休息を図ります。 

 

ア 日中一時支援事業について 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 Ｒ１ R２ R３ R４ R５ 

年間実利用者数 

（人／年） 
45 50 33 56 56 56 

実施事業者数 

（事業者数） 
17 13 11 12 12 12 

 

イ 今後の方策 

・実施事業者が増えており、緊急時の対応や家族の一時的な休息の場の確保を図ってい

ます。今後も市内で実施する事業者が増えるよう取り組んでいきます。 

 

■市内の日中一時支援事業所 

事業所名 

大井川寮 

小規模多機能ホーム「池ちゃん家」焼津 

アンティーク布花工房・沙羅 

その他８事業所は市外 
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③ 点字広報・声の広報等発行事業 

  視覚障害者に必要な行政情報を提供するため、「声の広報」と「点字の広報」を作

成し無料で配布しています。 

 

ア 点字広報・声の広報等発行事業ついて（年間） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 

点字広報・声の広報 

利用者数 

（人／年） 

34 34 34 34 34 34 

 

イ 今後の方策 

・新規の身体障害者手帳取得者に「障害者福祉ガイドブック」により事業の説明をし、

周知します。 

④  点訳奉仕員養成事業 

  視覚障害者との交流活動の促進、その他の視覚障害者の支援などのため、点訳技

術を習得できる点訳奉仕員の養成講座を行います。 

 

ア 点訳奉仕員養成事業について（年間） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 

養成講習修了見込者数 

（人／年） 
7 9 4 10 10 10 

 

イ 今後の方策 

・広報やいづへの掲載等により、積極的に参加者の募集を行うとともに、参加者が興味

を持って参加できるよう講座内容の充実に努めます。 
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⑤  自動車運転免許取得費助成事業 

  自動車運転免許の取得により、その生活に役立つことが見込まれる身体障害者に、

自動車運転免許の取得費について助成します。 

 

ア 自動車運転免許取得費助成事業について（年間） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 

自動車運転免許取得費 

助成者数   （人／年） 
0 1 0 1 1 1 

 

イ 今後の方策 

・新規の身体障害者手帳取得者に「障害者福祉ガイドブック」により事業の説明をし、

周知します。 

 

 

⑥  自動車改造費助成事業 

  18 歳以上の肢体不自由の身体障害者手帳１・２級の所持者が、所有・運転する自

動車の改造経費について助成します。 

 

ア 自動車改造費助成事業について（年間） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 

自動車改造費助成者数   

（人／年） 
2 3 3 3 3 3 

 

イ 今後の方策 

・新規の身体障害者手帳取得者に「障害者福祉ガイドブック」により事業の説明をし、

周知します。 
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⑦  視覚障害者ＩＴ講習会 

  パソコン、Ｅメール、インターネットアクセスの各操作を習得することにより、視

覚障害者の生活を向上させ、社会参加の促進、情報量の増加による日々の生活におけ

る利便性の向上を図るため、パソコン講習会を開催しています。 

 

ア 視覚障害者ＩＴ講習会について（年間） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 

講習会参加見込者数 

（人／年） 
5 6 4 10 10 10 

     

イ 今後の方策 

・講習の内容を充実することで、講習修了後も興味を持ち続けてもらえることを期待し

ます。 

 

 

⑧ 巡回支援専門員整備事業 

  保育所等の子どもやその親が集まる施設・場を専門員が巡回することにより、発達

が「気になる」段階から支援を行うための体制整備を図り、発達障害のある児童等の

福祉の向上を図ります。 

 

ア 巡回支援専門員整備事業について 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 

実施の有無 実施 実施 実施 実施 実施 実施 

 

イ 今後の方策 

・市のこども相談センターの発達障害等に関する知識を有する専門員（臨床心理士等）

の体制を強化し、保育所や幼稚園等を訪問することで、発達が「気になる」段階から

子どもやその保護者、または保育所等の職員に対し、その子どもの障害やその特性の

早期把握・早期支援に向けた助言や、福祉サービスの情報提供を行います。 
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⑨ 障害者虐待防止対策支援事業 

  障害者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応、その後の適切な支援のため、関係

機関等から選出された委員で構成する障害者虐待防止連絡会を設置し、関係機関、民

間機関と連携協力体制を整備しています。虐待においては、高齢者と障害のある人が

相互に関係する事案が多いため、互いの分野での連携を深めるため平成 25 年度より

「焼津市高齢者・障害者虐待防止連絡会議」を設置し、開催しています。 

 

ア 障害者虐待防止対策支援事業について（年間） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 

高齢者・障害者虐待防止

連絡会開催数 （回／年） 
 1 1 1 1 1 1 

 

イ 今後の方策 

・会議の開催を通して、関係機関や関係者の連携を深め、虐待に対してより迅速かつ適切に

対応できるようにします。 

・虐待の未然防止や早期発見のため、周知・啓発活動を行います。 
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５ 基盤整備計画 

令和３年度から令和５年度までに各法人が整備を予定している障害福祉サービス・

障害児通所支援サービスは次のとおりです。 

計画どおり整備できるよう必要な支援を行うとともに、なお不足しているサービス

については、整備を法人に働きかけていきます。 

 

■各法人が市内に整備を予定している障害福祉サービス等 

 

  増利用者数 

区 分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

生活介護 10 人（１か所） － 20 人（２か所） 

就労継続支援（A型） 10 人（１か所） － － 

就労継続支援（B型）  － 10 人（１か所） 

福祉型短期入所 － － 4 人（１か所） 

共同生活援助（日中生活支援型） － － 10 人（１か所） 

児童発達支援 － － 10 人（１か所） 

放課後等デイサービス 10 人（１か所） 10 人（１か所） 10 人（１か所） 
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第４章 第２期焼津市障害児福祉計画 
 

１ 策定にあたっての基本方針 

障害児については、子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）第２条第２項に

おいて、「子ども・子育て支援の内容及び水準は、全ての子供が健やかに成長するよう

に支援するものであって、良質かつ適切なものでなければならない」と規定されている

ことや、同法に基づく教育、保育等の利用状況を踏まえ、居宅介護や短期入所等の障害

福祉サービス、障害児通所支援等の専門的な支援の確保及び共生社会の利用促進の観点

から、関係機関とも連携し、障害児及びその家族に対して乳幼児期から学校卒業まで一

貫した効果的な支援を身近な場所で提供する体制の構築を図ります。 

 

（１） 地域支援体制の構築 
 障害児通所支援等について、障害種別や年齢別等のニーズに応じた支援が、身近な場

所で提供できるように、地域における支援体制の整備に努めます。 

 児童発達支援センターについては、障害の重度化・重複化や多様化に対応する専門的

機能の強化を図ったうえで、地域における中核的な支援施設として位置づけ、障害児通

所支援等と緊密な連携を図り、重層的な障害児支援の体制整備を図ります。 

 障害児通所施設についても同様に、専門的機能の強化を図ったうえで、地域において

虐待を受けた障害児等への対応を含め、様々なニーズに対応する機関としての役割を担

う必要がある。特に、短期入所や親子入所等の実施体制の整備に努めます。 

 障害児通所支援事業所及び障害児入所施設は、障害児に対し、質の高い専門的を行う

機関であることから、常に支援の質の向上と支援内容の適正化を図ります。 

（２） 保育、保健医療、教育、就労支援等の関係機関と連携した支援 
 障害児通所支援の体制整備にあたっては、保育所や認定こども園、放課後児童健全育

成事業（放課後児童クラブ）等の子育て支援施策との緊密な連携を図ることが重要です。

また、障害児の早期の発見及び支援を勧めるため、母子保健施策との緊密な連携を図る

とともに、障害児支援を担当する部局においては、それぞれの子育て支援担当部局や保

健医療担当部局との連携体制を確保するよう努めます。 

 障害児支援が適切に行われるために、就学時及び卒業時において、支援が円滑に引き

継がれることも含め、学校、障害児通所支援事業所、障害児入所施設、障害児相談支援

事業所、就労移行支援等の障害福祉サービスを提供する事業所等が緊密な連携を図ると

ともに、教育委員会等との連携体制を確保するよう努めます。 
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（３） 地域社会への参加・包容の推進 
保育所等訪問支援を活用し、障害児通所支援事業所等が保育所や認定こども園、放課

後児童クラブ、幼稚園、小学校、特別支援学校等の育ちの場での支援に協力できるよう

な体制を構築することにより、地域社会への参加・包容を図ります。 

（４） 特別な支援が必要な障害児に対する支援体制の整備 
 重症心身障害児が、身近な地域にある児童発達支援や放課後等デイサービス等の障害

児通所支援が受けられるように、地域での支援体制の充実を図ります。 

 医療的ケア児についても、身近な地域で必要な支援が受けられるように、障害児支援

等の充実を図ります。また、心身の状況に応じた保健、医療、障害福祉、保育、教育等

の各関連機関やの支援が受けられるよう、保健所、病院・診療所、訪問看護ステーショ

ン、障害児通所支援事業所、障害児入所施設、障害児相談支援事業所、保育所、学校等

の関係者が連携を図るための協議の場を設けること等により、各関連分野が共通の理解

に基づき協働する総合的な支援体制を構築していきます。 

 加えて、関連分野の支援を調整するコーディネーターとして要請された相談支援専門

員等の配置について、圏域での配置と調整しながら検討していきます。 

 強度行動障害を有する障害児に対しては、障害児通所支援等において適切な支援がで

きるよう、人材育成等を通じて支援体制の整備を図ることを検討していきます。 

（５） 障害児相談支援体制の提供体制の確保 
 障害児相談支援については、質の向上を図りながら、支援の提供体制を強化していき

ます。 

児童福祉法サービス種類別の利用状況 
令和２年 10 月末現在の児童福祉法における障害児通所支援サービスの種類別の支給

決定者数と実利用者数は、次のとおりです。 

 

■障害児通所支援サービスの利用状況 

サービス種類 支給決定者数 実利用者数 

児童発達支援 64 62 

医療型児童発達支援 0 0 

放課後等デイサービス 230 217 

保育所等訪問支援 23 22 

居宅訪問型児童発達支援 1 0 

総  計 318 301 
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第５章 障害児福祉計画 成果目標 
 

１ 障害児支援の提供体制 

（１）児童発達支援センターの設置及び保育所等訪問支援の体制整備 
 児童発達支援センターを中核とした重層的な地域支援体制の構築を目指します。 

また、障害児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進することを目標

とします。 

 

項  目 数 値 備  考 

（目標値） 

児童発達支援センターの設置 
１か所 設置済み 

（目標値） 

保育所等訪問支援の体制構築 
１か所 設置済み 

 

【国の方針】 

・令和５年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１か所以上設置

することを基本とする。 

・令和５年度末までに、全ての市町村において、保育所等訪問支援を利用できる体制を

構築することを基本とする。 

 

【現状と目標達成のための方策】 

・焼津市ではすでに設置済みであり、２つの事業共に取り組んでいます。 

・療育の必要性の検討や児童発達支援の質・量評価、サービス量の検討を、発達支援調

整会議の充実を図ることで行います。 

・地域の重層的な支援体制を目指すため、焼津市自立支援ネットワークにおいてこども

専門部会を設置し推進します。 

 

 

 

 

【数値目標】 

 ・令和５年度までに、児童発達支援センターを１か所以上設置 

 ・令和５年度までに保育所等訪問支援を利用できる体制の構築 
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（２）主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサ

ービス事業所の確保 
重症心身障害児が身近な地域で支援を受けられるように、主に重症心身障害児を支援

する施設の設置を目指します。 

 

項  目 数 値 備  考 

（目標値） 

主に重症心身障害児を支援する児

童発達支援事業所の設置 

１か所 設置済み 

（目標値） 

主に重症心身障害児を支援する放

課後等デイサービス事業所の設置 

２か所 設置済み 

 

【国の方針】 

・令和５年度末までに主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後

等デイサービス事業所を各市町村に少なくとも１か所以上確保することを基本とする。

（圏域設置可） 

 

【現状と目標達成のための方策】 

・焼津市ではすでに設置済みであり、今後も、利用者に適切なサービスが提供できるよう努めま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【数値目標】 

 ・令和５年度までに主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後

等デイサービス事業所の確保 

 

事業所名 

多機能型放課後等デイサービスてん大井川 

（放課後等デイサービス、児童発達支援） 

ガジュマル放課後等デイサービス 
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（３）保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協

議の場設置及び医療的ケア児等に関するコーディネーターを配置 
医療的ケア児が適切な支援を受けられるように、保健、医療、障害福祉、保育、教育

等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設けるとともに、医療的ケア児等に関す

るコーディネーターを配置することを目標とします。 

 

項  目 数 値 備  考 

（目標値） 

医療的ケア児支援のための協議の

場の設置 

１か所 

令和５年度末までに設置する箇所数 

（目標値） 

医療的コーディネーターの配置数 
１人 

令和５年度末までに配置する人数 

【国の方針】 

・令和５年度末までに、各都道府県、各圏域及び各市町村において、保健、医療、障害

福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設けるとともに、医療

的ケア児等に関するコーディネーターを配置する。 

 

【現状と目標達成のための方策】 

・焼津市では、自立支援ネットワーク内の焼津市重症心身障害児者専門部会を上記協議

の場として設置済みです。 

・医療的コーディネーターは令和３年４月時点で市内に３名を配置しています。また、

コーディネーターの焼津市自立支援ネットワークへの参画を促していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【数値目標】 

 ・令和５年度までに医療的ケア児支援のための協議の場の設置及び、医療的コーデ

ィネーターの配置。 
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第６章 障害児福祉計画 活動指標 
 

１ 障害児支援 
 

 

①  児童発達支援 

  日常生活における基本的な動作の指導、知能技能の付与、集団生活への適応訓練等

の支援を行います。医療型児童発達支援は児童発達支援と治療を行います。 

【対象児】療育の観点から集団療育及び個別療育を行う必要があると認められる未就学 

の児童 

 

ア 児童発達支援のサービス見込量（１か月あたり） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 Ｒ１ R２ R３ R４ R５ 

月間実利用者数 

（人／月） 
55 60 59 70 71 71 

月間延利用日数 

（日／月） 
810 960 990 1,050 1,065 1,065 

 

イ 現状と見込量確保のための方策 

・早期発見・早期療育体制の推進により、療育に繋がる児童が増えています。市内には

３事業所においてサービスを行っています。 

・医療型児童発達支援の事業所は志太榛原圏域にはありませんが、医療的ケアを受けな

がら必要な療育が受けられるような体制整備に努めます。 

 

■市内の児童発達支援事業所 

事業所名 

ぽぷら 

色えんぴつ 

多機能型放課後等デイサービス てん 
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② 放課後等デイサービス 

 放課後や夏休み等の長期休暇中において、生活能力向上のために必要な訓練等を継続 

的に提供することにより、学校教育と相まって障害のある児童の自立を促進するととも 

に、放課後等の居場所づくりを推進します。 

【対象児】学校に就学している児童で身体、知的又は精神に障害のある児童（幼稚園、

大学を除く） 

 

ア 放課後等デイサービスのサービス見込量（１か月あたり） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 Ｒ１ R２ R３ R４ R５ 

月間実利用者数 

（人／月） 
203 207 210 418 428 441 

月間延利用日数 

（日／月） 
2,925 3,057 3,110 3,132 3,207 3,305 

 

イ 現状と見込量確保のための方策 

・主に特別支援学校や特別支援学級の児童・生徒が利用しています。市内小・中学校の

特別支援学級生は、今後も利用する児童・生徒が増える見込みです。 

・現在医療的ケア児にも対応した事業所が２か所あります。今後は、介護分野への打診

も行い、共生型等での対応事業所の増加を目指します。 

 

■市内の放課後等デイサービス事業所 

事業所名 定員 事業所名 定員 

リカバリー焼津本町 10 てん おおいがわ 10 

リカバリー大住 10 リカバリーくすくす 10 

色えんぴつ 10 スタジオプレアデス 10 

くれよん 10 リカバリー西焼津 10 

てん おおとみ 10 こどもデイサービス ウルル 10 

La chou chou 10 ハッピーテラス焼津教室 10 

慧とう館 ガジュマル ５ ビレッジキッズやいづ 10 
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③ 保育所等訪問支援 

 保育所等での集団生活への適応のため、障害のある児童が集団生活を営む施設を訪問 

し、障害のある児童本人への支援（集団生活適応のための訓練等）、訪問先施設のスタ 

ッフに対する専門的な支援（支援方法等の指導等）を行います。 

【対象児】保育所や児童が集団生活を営む施設に通い、専門的な支援が必要と認められ 

     た児童  

 

ア 保育所等訪問支援のサービス見込量（１か月あたり） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 Ｒ１ R２ R３ R４ R５ 

月間実利用者数 

（人／月） 
6 9 14 32 37 37 

月間延利用日数 

（日／月） 
7 9 9 11 12 12 

 

イ 現状と見込量確保のための方策 

・サービスを提供するためには、児童が通園・通学している保育所、幼稚園、小学校等

の理解が必須です。各関係機関と連携し、当サービスの周知啓発を行います。 

 

■市内の保育所等訪問支援事業所 

事業所名 

ぽぷら 

Gift 
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④  居宅訪問型児童発達支援 

 居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活へ

の適応訓練その他必要な支援を行います。 

【対象】重度の障害の状態その他これに準ずるものとして厚生労働省令で定める状態に 

あり、児童発達支援、医療型児童発達支援又は放課後等デイサービスを受ける 

ために外出することが著しく困難であると認められた児童 

 

ア 居宅訪問型児童発達支援のサービス見込量（１か月あたり） 

 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 Ｒ１ R２ R３ R４ R５ 

月間実利用者数 

（人／月） 
1 1 1 1 1 1 

月間延利用日数 

（日／月） 
4 8 1 10 10 10 

 

イ 現状と見込量確保のための方策 

・特別支援学校の訪問教育を受けている児童が利用しています。 

・居宅訪問型児童発達支援の事業所は志太榛原圏域で当市の１事業所のみとなってい 

ます。外出が著しく困難な児童も必要な療育が受けられるよう、今後も体制整備に努 

めます。 

 

■市内の居宅訪問型児童発達支援事業所 

事業所名 

Gift 
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⑤ 障害児相談支援 

 

事業名 内容 

障害児相談支援 

◆障害児支援利用援助（障害児支援利用計画） 

 障害児通所支援の申請に係る支給決定前に、障害児支援計画案 

を作成し、支給決定後に、サービス事業者等との連絡調整等を行 

うとともに、障害児支援利用計画の作成を行います。 

◆継続障害児支援利用援助（モニタリング） 

 支給決定されたサービス等の利用状況の確認や利用者の意思確 

認（モニタリング）を行い、必要に応じて、サービス事業者等と 

の連絡調整などを行います。 

 

ア 障害児相談支援のサービス見込量（年度末に計画作成がされている人数） 

年度 

項目 

第５期（実績・見込） 第６期（計画） 

Ｈ30 Ｒ１ R２ R３ R４ R５ 

年間利用者数 

（人／年） 
312 300 303 328 351 376 

 

イ 現状と見込量確保のための方策 

・市内には障害児相談支援を実施する特定相談支援事業所は５事業所ありますが、計画

相談支援同様、計画作成を行う相談支援専門員の数が不足しています。 

・サービスを利用する児童が相談支援専門員によるケアマネジメントが受けられるよ

うに今後も体制整備をします。 
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第７章 計画の推進体制 
１ 焼津市障害者自立支援ネットワークの充実 

本市では、障害の有無に関わらず、市民が共に暮らせる地域をつくるため、障害福祉

にかかわる関係機関が情報を共有し、地域課題の解決に向けた協議を行う機関として、平成

21 年より「焼津市障害者自立支援ネットワーク」を設置しています。 

「焼津市障害者自立支援ネットワーク」は、全体会議と各部会で構成されています。

各部会では、障害福祉関係機関のネットワークづくりや様々な支援を必要とする事 

例の検討などを行い、全体会議では、地域資源の整備など各部会だけでは解決できない

課題について審議・検討し、施策への反映を行っています。 

今後はさらにこの機能を充実し、地域における総合的な支援ネットワークとするため

に、各部会を課題別やプロジェクト別の体系に再構築する取り組みなどにより、関係機

関などとの情報共有や連携の強化を図っていきます。 

 

２ 地域における各関係機関・団体、企業との連携 

障害のある人の地域移行や就労支援には、行政だけではなく、地域住民や地域におけ

る各関係機関・団体、企業の協力が必要であるため、相互の連携を強化しながら計画の

推進を図っていきます。 

 

３ 県、近隣市町との連携 

「焼津市障害者自立支援ネットワーク」で出された地域課題などのうち、県や志太榛

原圏域の近隣市町による広域での取り組みが必要な場合は、静岡県自立支援協議会や志

太榛原圏域自立支援推進会議と連携していきます。 

 
 

４ 計画の進捗管理 

本計画の進捗管理については、「焼津市障害者自立支援ネットワーク」において、定

期的に計画の進捗状況の報告を行い、障害のある人や障害福祉関係者などの意見を反映

した上で進捗管理を行います。 
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■計画の進捗管理 
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■焼津市障害者自立支援ネットワーク組織図 
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関連資料 
 

（１）焼津市障害者自立支援ネットワーク委員名簿 

敬称略・順不同 

 所 属 役 職 氏 名 

１ 焼津福祉会 理事長 池ヶ谷 聡 

２ 高風会 理事長 渕脇 一啓 

３ 焼津市身体障害者福祉協会 会長 山田 敏晴 

４ 焼津市重症心身障害児（者）を守る会 副会長 天野 恭子 

５ 焼津市手をつなぐ育成会 理事 鈴木 功治 

６ 焼津心愛会 理事長 大川 ちさ子 

７ 焼津市医師会 理事 山本 剛史 

８ 焼津市教育委員会 指導主事 吉永 範子 

９ 藤枝特別支援学校 焼津分校 教頭 増井 孝弘 

10 ハローワーク焼津 所長 小谷野 守弘 

11 東益津福祉会 施設長 平野 仁 

12 空と大地と 理事長 大橋 妙子 

13 静岡福祉大学 准教授 鈴木 政史（会長） 

14 静岡県中西部発達障害者支援センターCOCO 管理責任者 櫻井 郁也（副会長） 

15 焼津市民生委員児童委員協議会 
障害者 

福祉部会長 
大石 敏之 

16 焼津市社会福祉協議会 常務理事 村松 繁美 

17 焼津市ボランティア連絡協議会 会長 鈴木 春子 
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（２）障害者総合支援法（抜粋） 

■障害者総合支援法第 88 条 

（市町村障害福祉計画）  

第八十八条 市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の確保その他この

法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」という。）を定め

るものとする。  

２ 市町村障害福祉計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一 障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に係る目標に関

する事項 

二 各年度における指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援の種 

類ごとの必要な量の見込み  

三 地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項  

３ 市町村障害福祉計画においては、前項各号に掲げるもののほか、次に掲げる事項につい

て定めるよう努めるものとする。  

一 前項第二号の指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援の種類

ごとの必要な見込量の確保のための方策  

二 前項第二号の指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援及び同

項第三号の地域生活支援事業の提供体制の確保に係る医療機関、教育機関、公共職業安

定所その他の職業リハビリテーションの措置を実施する機関その他の関係機関との連

携に関する事項  

４ 市町村障害福祉計画は、当該市町村の区域における障害者等の数、その障害の状況その

他の事情を勘案して作成されなければならない。  

５ 市町村は、当該市町村の区域における障害者等の心身の状況、その置かれている環境そ

の他の事情を正確に把握した上で、これらの事情を勘案して、市町村障害福祉計画を作成

するよう努めるものとする。  

６ 市町村障害福祉計画は、障害者基本法第十一条第三項に規定する市町村障害者計画、社

会福祉法第百七条に規定する市町村地域福祉計画その他の法律の規定による計画であっ

て障害者等の福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。  

７ 市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、住

民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。  

８ 市町村は、第八十九条の三第一項に規定する協議会（以下この項及び第八十九条第六項

において「協議会」という。）を設置したときは、市町村障害福祉計画を定め、又は変更し

ようとする場合において、あらかじめ、協議会の意見を聴くよう努めなければならない。 

９ 障害者基本法第三十六条第四項の合議制の機関を設置する市町村は、市町村障害福祉計

画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、当該機関の意見を聴かなければな

らない。  

１０ 市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、第二項に規定

する事項について、あらかじめ、都道府県の意見を聴かなければならない。  

１１ 市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを都道

府県知事に提出しなければならない。 
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（３）児童福祉法（抜粋） 

■児童福祉法第 33 条の 20〔市町村障害児福祉計画〕 

第三十三条の二十 市町村は、基本指針に即して、障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の

確保その他障害児通所支援及び障害児相談支援の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害児福

祉計画」という。）を定めるものとする。 
② 市町村障害児福祉計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保に係る目標に関する事項 
二 各年度における指定通所支援又は指定障害児相談支援の種類ごとの必要な見込量 

③ 市町村障害児福祉計画においては、前項各号に掲げるもののほか、次に掲げる事項について定め

るよう努めるものとする。 
一 前項第二号の指定通所支援又は指定障害児相談支援の種類ごとの必要な見込量の確保のため

の方策 
二 前項第二号の指定通所支援又は指定障害児相談支援の提供体制の確保に係る医療機関、教育機

関その他の関係機関との連携に関する事項 
④ 市町村障害児福祉計画は、当該市町村の区域における障害児の数及びその障害の状況を勘案して

作成されなければならない。 
⑤ 市町村は、当該市町村の区域における障害児の心身の状況、その置かれている環境その他の事情

を正確に把握した上で、これらの事情を勘案して、市町村障害児福祉計画を作成するよう努めるも

のとする。 
⑥ 市町村障害児福祉計画は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第八十

八条第一項に規定する市町村障害福祉計画と一体のものとして作成することができる。 
⑦ 市町村障害児福祉計画は、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）第十一条第三項に規定

する市町村障害者計画、社会福祉法第百七条第一項に規定する市町村地域福祉計画その他の法律の

規定による計画であつて障害児の福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなけれ

ばならない。 
⑧ 市町村は、市町村障害児福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、住民の意

見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 
⑨ 市町村は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第八十九条の三第一項

に規定する協議会を設置したときは、市町村障害児福祉計画を定め、又は変更しようとする場合に

おいて、あらかじめ、当該協議会の意見を聴くよう努めなければならない。 
⑩ 障害者基本法第三十六条第四項の合議制の機関を設置する市町村は、市町村障害児福祉計画を定

め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、当該機関の意見を聴かなければならない。 
⑪ 市町村は、市町村障害児福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、第二項に規定する事項

について、あらかじめ、都道府県の意見を聴かなければならない。 
⑫ 市町村は、市町村障害児福祉計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを都道府県知事

に提出しなければならない。 
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（４）障害者を対象としたサービス体系図 
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（５）障害児を対象としたサービス体系図 
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（５）ライフステージ別のサービス 

 ライフステージ別に一般的に利用する主なサービスは次のとおりです。 

法律・制度名 サービス 
0～ 

6 歳 

6～

15 歳 

15 ～

18 歳 

18 歳

～ 

児童福祉法 

児童発達支援 ●    

居宅訪問型児童発達支援 ● ● ●  

保育所等訪問支援 ● ●   

放課後等デイサービス  ● ●  

障害児相談支援 ● ● ●  

障害者総合支援法 

居宅介護 ● ● ● ● 

重度訪問介護   ○ ● 

同行援護 ● ● ● ● 

行動援護 ● ● ● ● 

重度障害者等包括支援 ● ● ● ● 

生活介護    ● 

自立訓練   ○ ● 

宿泊型自立訓練   ○ ● 

就労移行支援   ○ ● 

就労継続支援（Ａ・Ｂ）    ● 

就労定着支援    ● 

療養介護    ● 

短期入所 ● ● ● ● 

自立生活援助   ○ ● 

共同生活援助   ○ ● 

施設入所支援   ○ ● 

計画相談支援・地域相談支援   ○ ● 

補装具 補装具 ● ● ● ● 

地域生活支援事業 

日中一時支援 ● ● ● ● 

移動支援  ● ● ● 

訪問入浴サービス（※２）    ● 

地域活動支援センター    ● 

日常生活用具 ● ● ● ● 

ライフサポート

事業（※１） 

親子教室・並行通園（デイサービス） ●    

障害者等短期入所 ● ● ● ● 
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補聴器（※３） ● ● ●  

自立支援医療 

育成医療 ● ● ●  

更生医療    ● 

精神通院医療 ● ● ● ● 

・表に●（黒丸）と○（白丸）がありますが、●（黒丸）は通常のサービスの対象者で 

あり、○（白丸）はサービスを利用する場合、15 歳～18 歳の人を障害者とみなし（通 

称「者みなし」）、障害者の手続きに沿って支給の要否を決定するものです。また、表 

は一般的に利用するサービスを示しており、例外的な利用については対応していない 

場合があります。 

・65 歳以上（特定疾病を持つ人は 40 歳以上）の人は原則介護保険制度を優先的に利用 

します。 

 

※１ ライフサポート事業とは、障害のある人及びその家族が地域で安心して生活でき 

るよう障害者総合支援法や児童福祉法を補完するための県補助事業です。 

※２ 身体障害のある人に限ります。 

※３ 18 歳未満で、身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度の難聴児の補 

聴器購入・修理などの費用を一部助成します。 
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（６）焼津市の障害福祉事業所一覧 

令和３年３月現在 

■通所事業所 

NO 事業所名 種別 法人名 

１ ワークすばる 就労継続支援 B 型 （福）焼津福祉会 

２ 虹の家 生活介護 〃 

３ ゆりかもめ 生活介護 〃 

４ ゆたか 生活介護 〃 

５ すいせん 
生活介護／ 

就労継続支援 B 型 
〃 

６ 大井川寮 
施設入所支援・生活

介護／短期入所 
〃 

７ 
すぴか 

（すぴか・こすも・くれあ・かぺら） 
グループホーム 〃 

８ 花・はな 地域活動支援センター 〃 

９ 焼津の空と大地と 
生活介護／ 

就労継続支援 B 型 

（NPO）静岡福祉総合支援の会 空と

大地と 

10 暁 

就労移行支援／ 

就労継続支援 B 型 

就労定着支援 

（福）高風会 

11 漣 
就労継続支援 B 型

／生活訓練 
〃 

12 大井川心愛 地域活動支援センター 
（NPO）精神保健福祉焼津心

愛会 

13 緑遥作業所 
生活介護／ 

就労継続支援 B 型 
（福）嬰育会 

14 つぶら作業所 就労継続支援 B 型 〃 

15 野いちご 
生活介護／ 

就労継続支援 B 型 

（NPO）焼津育成の会 野いち

ご 
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NO 事業所名 種別 法人名 

16 アンティーク布花工房・沙羅 生活介護 （NPO）インクルージョン志太 

17 グループホーム樹羅 グループホーム 〃 

18 らいふさぽーと 結・結 就労継続支援 B 型 合同会社 結・結 

19 焼津ドリームビレッジ 
就労継続支援 A 型／ 

就労継続支援 B 型 
㈱富士山ドリームビレッジ 

20 ドリームゲート焼津 グループホーム 〃 

21 スタジオプレアデス 就労継続支援Ｂ型 (有)スターワールド 

22 うるおい八楠 就労継続支援Ｂ型 (株)潤い総研 

23 ミライ 就労継続支援Ａ型 (株)エフィカシー 

24 ライト 就労継続支援Ｂ型 〃 

25 メロン グループホーム （NPO）ピース 

26 レモン 短期入所 〃 

27 インフィニティひまわりの橋 就労継続支援Ｂ型 （NPO）輝望 

28 ライム 就労継続支援Ａ型 (株)メープル 

29 あおい荘 短期入所 （福）みだらけ福祉会 

30 高麓 短期入所 （福）東益津福祉会 

31 福聚荘 短期入所 （福）嬰育会 

32 
小規模多機能ホーム  

「池ちゃん家」焼津 

基準該当事業所 

（生活介護／短期入所） 
(有)池ちゃん家・ドリームケア 

33 
西焼津看護多機能ホーム  

「池ちゃん家」焼津 
短期入所（共生型） (有)池ちゃん家・ドリームケア 
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   ※順不同 

■児童通所支援事業所 

NO 事業所名 種別 法人名 

１ ぽぷら 
児童発達支援／ 

保育所等訪問支援 
（福）焼津福祉会 

２ 色えんぴつ 
児童発達支援／ 

放課後等デイサービス 
〃 

３ くれよん 放課後等デイサービス 〃 

４ リカバリー焼津本町 放課後等デイサービス (株)リカバリー 

５ リカバリー大住 放課後等デイサービス 〃 

６ リカバリーくすくす 放課後等デイサービス 〃 

７ リカバリー西焼津 放課後等デイサービス 〃 

８ てん おおいがわ 
児童発達支援／ 

放課後等デイサービス 
ポップ(株) 

９ てん おおとみ 放課後等デイサービス 〃 

10 スタジオプレアデス 放課後等デイサービス (株)スターワールド 

11 こどもデイサービス ウルル 放課後等デイサービス 
（NPO）静岡家庭教育 

サポート協会 

12 ハッピーテラス焼津教室 放課後等デイサービス ＦＬＡＴ８(株) 

13 Ｌａ ｃｈｏｕｃｈｏｕ 放課後等デイサービス (株)メープル 

14 Ｇｉｆｔ 
保育所等訪問／ 

居宅訪問型児童発達支援 
(社)実り 

14 慧とう館 ガジュマル 放課後等デイサービス (有)池ちゃん家・ドリームケア 

15 ビレッジキッズやいづ 放課後等デイサービス (株)富士山ドリームビレッジ 

   ※順不同 
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NO 事業所名 種別 法人名 

１ 生活支援センターわおん 相談支援事業所 （福）焼津福祉会 

２ 暁 相談支援事業所 （福）高風会 

３ 相談支援「スリーハート」 相談支援事業所 （NPO）インクルージョン志太 

４ 相談支援センターあおぞら 相談支援事業所 （社）春風寮 

５ スタジオプレアデス 相談支援事業所 (株)スターワールド 

６ 
焼津市社会福祉協議会 

特定相談支援事業所 
相談支援事業所 (福)焼津市社会福祉協議会 

７ すもも 相談支援事業所 (NPO)ピース 

８ アスク 相談支援事業所 (株)エフィカシー 

９ プランセンターてん 相談支援事業所 ポップ(株) 

10 
相談支援センター 

スカイパーク 
相談支援事業所 ＦＬＡＴ８(株) 

   ※順不同 
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